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 要 旨 
  
近年、気候変動に伴う環境の変化の影響もあって、豪雨や地震といった突発的な自然現象によ
り深層崩壊が発生し、河道が土砂で閉塞され、天然ダムが形成される事例が多くなってきている。
このような事態が生じると、行政機関は天然ダム上流側の湛水による浸水被害や天然ダム決壊に
よる土砂・洪水氾濫による災害を軽減するための対策を講じなければならない。重機による土砂
の排出や堰堤、堤防の建設などのハードな対策は効果的ではあるが、時間を要する。そのため、
行政機関は、被害を受ける可能性のある時期と場所の特定による警戒避難体制の確立、避難場所
の開設と運営、生活の支援などのソフトな対策を短時間で実施しなければならない。この災害対
応をより短時間で完了させるためには効率的な人員配置が重要であり、人員配置を検討するため
には、災害対応に要する時間をあらかじめ推定する必要がある。その際、災害対応で実施する作
業はネットワークを構成すること、作業ネットワークを完了させる時間にはばらつきが存在する
こと、災害対応の発生情報が届く時間間隔は一定でないことを考慮する必要があるが、これら全
ての特徴をふまえた上で、災害対応に要する時間を推定した研究はこれまで行われていない。 
 このような背景のなかで、本研究では、ソフトな対策の一環である土砂災害緊急調査のうち、
天然ダムの湛水に伴う浸水範囲、天然ダムの決壊時期および決壊に伴う氾濫範囲を推定する初動
期の調査に着目し、災害対応に要する時間の推定モデルの開発とその適用性について考察した。 
まず、初動期の調査で行う作業とそれによって生成される情報を分析した結果、初動期の調査
が 33種類の作業と 48種類の情報からなる作業ネットワークであることを解明した。また、その
作業ネットワークから作業パスを抽出したところ、天然ダムの湛水に伴う浸水範囲の推定に関わ
るものが 2種類、天然ダムの決壊時期の推定に関わるものが 18種類、天然ダム決壊に伴う氾濫範
囲の推定に関わるものが 13種類あることを示した。 
 これらの作業パスは全て、緊急調査着手の判断・指示に関する作業から始まり、土砂災害緊急
情報第 1 号の作成に関する作業で終わる。1 つの天然ダムで対応すべき作業ネットワークは 1 つ
であると定義すると、複数の天然ダムが発生した場合、天然ダムの箇所数と同数の作業ネットワ
ークができ、同一種類の作業パスも同じ数だけ生成される。例えば、複数の作業パスを有する作
業ネットワークが 4個与えられた場合、同一種類の作業パスが 4個ずつ生成される。この点に着
目して、作業パス毎で実行している作業ネットワーク数を変数として、ある時刻で対応すべき作
業ネットワーク数の確率が一定の処理率と一定の手戻り率で出生死滅過程に則って流れることと
し、かつその確率が他のパスの確率と独立で扱えると仮定し、作業ネットワーク数の確率の時間
変化を表す多次元移流拡散方程式を誘導した。さらに、ある作業パスの作業ネットワーク数は他
の作業パスの作業ネットワーク数と独立であることから、多次元移流拡散方程式の一般解は時間
的に平均値が変化するガウス分布を－∞から 0 までの区間で定積分した値の直積で表せることを
示した。この一般解は数値計算で求めることになるが、計算時間が長くなる。一方、災害対応に
要する時間を迅速かつ簡単に求めることが求められることから、一般解を近似した簡易式を開発
して推定モデルとするとともに、簡易式から得られる解の誤差を示した。 
次に、この推定モデルを国土交通省の複数の事務所が実施した訓練で得られた結果に適用し、
計算値が訓練で得られた値を概ね再現することを示した。これは、推定モデルによって緊急調査
 に要する時間を推定できることを示唆している。 
 さらに、処理率と手戻り率を一定として扱える条件を、疲労の観点から作業の継続時間に着目
し、既往研究の結果の分析を行い、VDT 作業では 4 時間まで、非 VDT 作業では 10 時間までで
あることを示した。 
本研究で開発した推定モデルを用いて、緊急調査に要する時間を推定することにより、住民へ
の情報提供や避難所開設の開始時刻を推定できるため、各段階に配置すべき人数推定できること
で、行政機関の効率的な災害対応に資することができる。 
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第1章 序論 
1.1 背景 
行政機関は、地震や豪雨、火山噴火など突発的な自然現象が発生した際に、都市の状態の悪化
を抑えることが求められている。突発的な自然現象によって、都市を構成する物理的な環境が損
壊すると災害となる。物理的な環境は住宅やオフィス、道路・鉄道、電気、通信などの人工環境
と、地形や植生、土壌などの自然環境とで構成される。物理的な環境が損壊すると、その上で成
り立つ住民や企業、商店による社会・経済活動が停止することになるため、地域経済が破壊され
る。そのため、行政は物理的な環境と社会・経済活動が災害発生前の状態に戻るように、それら
を管理する必要がある。この関係は、都市の中で相互に影響を及ぼし合う 1 つのシステムとして
考えることができる。図 1.1に都市システムの構成を示す。物理的な環境は物理システム、社会・
経済活動は社会・経済システムであり、それらを管理するのが行政をはじめとした制度・組織シ
ステムである（塩崎ら, 2015）。災害発生前の都市システムの状態を望ましい状態とすると、災害
発生時には、制度・組織システムが社会・経済システムと物理システムを管理することで、都市
システムの状態の悪化を抑える必要がある。 
政府は 2013年 12月 11日に国土強靭化基本法を公布し、またその翌年に国土強靭化基本計画
を策定した。これは甚大な被害をもたらした東日本大震災の教訓を踏まえ、今後発生しうる大規
模自然災害等の危機的事象に備え、国や地域、企業に対して、防災や事業継続という観点から強
靭さを求めることを目的としたものである。国土強靱化基本計画では、その基本方針を「①人命
の保護が最大限図られること」、「②国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持され
ること」、「③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化」、「④迅速な復旧復興」と定めている
（内閣官房, 2014）。この中で、①は人命の保護を第一にうたったものであるが、②～④は人命だ
けではなく、都市システムとしての機能維持と被害最小化に関する方針を定めたものであること
からも、都市システムの状態の悪化を抑えることの重要性が分かる。 
都市システムが形成されている地域と地震や豪雨、火山噴火など突発的な自然現象が及ぶ地域
とが重なると、突発的な自然現象は都市システムに対する自然災害となる。その被害は、自然現
象の規模が大きくなるほど、また都市システムと重なる範囲が広くなるほど深刻となる。2011年
3月にM9.0の地震によって発生した東日本大震災は、死者・行方不明者合わせて 18,456名の人
的被害をもたらした。また、住宅やオフィスの損壊、道路・鉄道の寸断、電気やガスの供給停止
が岩手県・宮城県・福島県の東北 3 県を中心に広範囲で発生し、都市システムの状態が悪化する
被害を受けた。その影響は大きく、現在も約 14万 4000人の住民が避難生活を強いられており（復
興庁, 2016）、都市システムの状態が回復するまでには至っていない。突発的な自然現象は今後も
発生することが予想されるため、災害により受ける損失を抑えるとともに、被災した場合には迅
速に望ましい状態に復旧・復興できるための方策を考える必要があり、そのことが望ましい状態
で安定した都市システムの構築につながる。 
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図 1.1 都市システムの構成 
（塩崎ら（2015）の図を元に作成） 
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東日本大震災以降、都市システムの安定性を考える上でレジリエンスという考え方が広まって
いる（今村, 2014）。レジリエンスは、もともとは「外部から力を加えられた物質が元の状態に戻
る力」と「人が困難から立ち直る力」を意味する（日本学術会議, 2014）。自然災害の分野では、
「災害や事故などにより致命的な被害を負わない強さと、速やかに回復するしなやかさをもつこ
と」（内閣官房, 2014）や、「被害を減らすと同時に、復旧までの時間を短くすることにより、社
会に及ぼす影響を減らすこと」（河田, 2015）と定義されている。レジリエンスの考え方は世界的
な防災の基本指針にも取り入れられ、例えば第 3 回国連防災世界会議の成果文書として採択され
た「仙台防災枠組 2015-2030」（UNISDR, 2015）でもレジリエンスの必要性がうたわれている。 
図 1.2 はレジリエンスの観点から都市システムの状態の変化を概念的に説明した図である。レ
ジリエンスの観点から都市システムの安定性は、頑健性（Robustness）と迅速性（Rapidity）と
いう 2つの能力で評価される（塩崎ら, 2015）。「システムが災害にさらされたときに、その状態・
機能を可能な限り保持する能力」は頑健性と呼ばれ、「状態、機能が損なわれた場合においても迅
速に被災前の水準（あるいは許容可能な水準）まで回復する能力」が迅速性と呼ばれている。災
害が発生すると、物理システムが損壊し社会・経済システムが停止することになるため、都市シ
ステムの状態は急速に低下する。頑健性はその際の低下の程度に影響する能力である。制度・組
織システムは頑健性を発揮することで、都市システムの状態の低下を、致命的な被害を受けない
水準に抑える必要がある。都市システムの状態は時間の経過とともに回復する。迅速性はその回
復にかかる時間に影響する能力である。より短時間で迅速な対応、つまり回復速度が早ければ、
都市システムが回復可能な水準までにかかる時間も短くなる。なお、ここでいう回復可能な水準
は、原状に戻すことを意味しているわけではない。災害に強い都市システムに変化させていくこ
とを念頭におき、これまでの状態か新しい状態かを問わず、望ましい均衡状態へ都市システムが
回復することを目指す（Howell, 2013）。都市システムを望ましい状態で安定させるためには、レ
ジリエンスの観点から頑健性と迅速性という 2つの能力を向上させる必要がある。 
図 1.3 はレジリエンスの頑健性および迅速性の能力と災害マネジメントサイクルの関係を示し
たものである。突発的な自然現象に対する災害対策は、頑健性と迅速性を向上させる方法となる。
災害対策を説明する基本的な概念として、災害マネジメントサイクルと呼ばれる考え方がある（林
ら, 2008）。これは「応急対応」（Response）→「復旧・復興」（Recovery）→「被害軽減」（Mitigation）
→「事前準備」（Preparedness）の 4 段階を一連の流れとして災害対策を定義したもので、この
考え方が防災に関する世界標準となっている（牧, 2014）。「応急対応」は人命を守るために災害
発生直後に実施する対応であり、人命救助、避難などが挙げられる。短期間で実施するために、
的確に状況を把握し、優先順位をつけて限られた資源や人材を配置するなど、迅速な対応が求め
られる段階である。次の段階が「復旧・復興」であり、被害や障害を修復して元の状態に回復す
るか（復旧）、もしくは長期的な視点に基づいて新たな市街地や地域の創出を図る（復興）。「応急
対応」と「復旧・復興」が事後対策にあたり、危機管理マネジメントともいう。「被害軽減」は被
害が発生しないように抑止するためのハード対策、「事前準備」は被害の発生は避けられないが軽
度にとどめかつ拡大させないようにするためのソフト対策である。これら 2 つの段階が災害発生
前に実施する事前対策となり、リスクマネジメントとも呼ばれる。災害マネジメントサイクルに
頑健性と迅速性を対応させると、応急対応と復旧・復興に該当するのが迅速性であり、被害軽減 
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図 1.2 レジリエンスの概念 
（塩崎ら（2015）の図を元に作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.3 災害マネジメントサイクル 
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と事前準備に該当するのが頑健性となる。従って、災害マネジメントサイクルの被害軽減と事前
準備の段階を強固に実施することが頑健性の向上につながり、応急対応と復旧・復興の段階を短
時間で実施することが迅速性の向上につながることになる。 
被害軽減と事前準備の段階を強固に実施するためには、突発的な自然現象の発生傾向について
留意する必要がある。近年、地球温暖化や森林の喪失、砂漠化の進行、都市域のヒートアイラン
ド現象など地球規模の自然環境の変化によって自然災害のリスクが増大している。地球温暖化は
自然環境の変化の中でも特に甚大な影響をもたらしている。気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）は、第 5 次評価報告書（AR5）において、20 世紀半ば以降に観測された世界平均気温
の上昇のほとんどは、人為起源の温室効果ガスの増加によってもたらされた可能性が極めて高い
（95%以上）ことを指摘した（IPCC AR5, 2013）。地球温暖化による影響として、大雨の頻度が
増加することが予測されており、現時点においても大雨の増加傾向は世界の多くの地域で認めら
れている。気温の上昇に伴う水蒸気の増加がその最大要因と考えられている。大気中の飽和水蒸
気量は、気温が 1℃上昇するごとに 6～7%の割合で増加する。地球温暖化が進んでも湿度は変化
しないと考えられているため、気温が上昇するにつれて水蒸気量は増え、その結果強い降雨が発
生しやすくなっていると考えられる。 
我が国に目を移すと、日本はもともと自然災害の影響を受けやすい国土条件、社会条件、気象
条件がそろっている。日本の国土条件は、南北に細長く、その中央部には脊梁山脈があり、急峻
な山地や谷地、崖地が多い上に平野は国土の約 3 割に満たず、河川は急勾配である。また、地震
や火山活動も活発であるという特徴がある。人間の生活空間となる社会条件は、戦後の経済の急
成長の中で、河川氾濫の危険性の高い沖積平野を中心に都市化が急速に進展し、都市部に人口や
資産が集中している特徴がある（南ら, 2014）。さらに、気象条件は、台風や豪雨に見舞われやす
いことが挙げられる。具体的には、春から夏への季節の変わり目には梅雨前線が日本付近に停滞
して大量の雨を降らせ、夏から秋にかけて熱帯域から北上してくる台風は暴風雨や大雨をもたら
している。 
これらの国土条件、社会条件、気象条件が重なり、日本の自然災害は土石流、地すべり、がけ
崩れ等による土砂災害が発生しやすい特徴がある。実際、日本国内における自然現象による被害
状況を調べると、1967年から 2015年にかけての自然災害による死者・行方不明者は 5,607名（阪
神・淡路大震災、東日本大震災における死者・行方不明者を除く）で（内閣府, 2016a）、そのう
ち土砂災害による死者・行方不明者は 3,595名で自然災害全体の約 6割にのぼり、自然災害の中
で土砂災害が占める割合が大きい。 
図 1.4は 2006～2015年の 10年間の土砂災害（がけ崩れ、地すべり、土石流）の発生件数であ
る。土砂災害は毎年 1,000件前後（10年間の平均は 1,046件）で発生した。さらに、図 1.5に 1,000
件という値の長期的な傾向を把握するために、1986 年から 2015 年までの 30 年間における土砂
災害の発生件数を、10 年ごとの平均値で表した図を示す。また、図 1.6、図 1.7 にアメダスが観
測した 1 時間降雨量 50mm 以上および 80mm 以上の短時間降水の発生回数についても、同様に
10年ごとの平均値で示した。なお、アメダスの地点数は、1976年当初は約 800地点であったが、
その後増加して 2015 年では約 1,300 地点となった。そこで、降雨量については、年による地点
数の違いの影響を除くために、1,000地点あたりの回数に換算した。1時間降雨量 50mm以上の 
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図 1.4 近年の土砂災害の発生状況（2006～2015年度） 
（国土交通省砂防部(2016)のデータを元に作成） 
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図 1.5 近年の土砂災害の発生件数 
（国土交通省砂防部（2014）のデータを元に作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.6 近年の降雨 50mm/h以上の発生回数 
（気象庁（2016）のデータを元に作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.7 近年の降雨 80mm/h以上の発生回数 
（気象庁（2016）のデータを元に作成） 
 
  
0
5
10
15
20
25
30
35
19
86
19
87
19
88
19
89
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
降
雨
の
発
生
回
数（
回）
年度
0
50
100
150
200
250
300
350
400
19
86
19
87
19
88
19
89
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
降
雨
の
発
生
回
数（
回）
年度
平均 184回 
平均 223回 平均 230回 
平均 12.4回 
平均 16.9回 平均 18.0回 
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
19
86
19
87
19
88
19
89
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
土
砂
災
害
発
生
件
数（
件） 年度
平均 781回 平均 1057回 平均 1046回 
 8 
回数は増加し、また 80mm以上の回数も増加した。さらに、土砂災害の発生件数は概ね増加傾向
にある。このような大雨の発生数の増加は、前述の地球温暖化が影響している可能性が指摘され
ており、今後も地球温暖化が進行すると、大雨の発生数も増加すると予測されている（気象庁, 
2013）。 
図 1.8に 1901～2006年の 106年間を前半 53年と後半 53年に分けて、100年分の観測データ
が蓄積された全国 51地点における「50年に 1回の日降水量」と「100年に 1回の日降水量」を
ヒストグラムにした図を示す。この図は、気象庁が確率降水量の計算手法（斎藤, 2009）を用い
て算出した値を基に作成した。50年に 1回の日降水量とは、グラフに示した日降水量が平均する
と 50年に 1回の確率で起こりうることを意味し、100年に 1回の日降水量はそれが 100年に 1
回の確率であることを意味する。なお、日降水量とは、1日の累積雨量を指す。それぞれの日降
水量の後半 53年に着目して見ると、50年に 1回の日降水量では 200mmまでの地点数が減少し、
200mm以上の地点数が増加した。また、100年に 1回の日降水量においては、180mmまでの地
点数が減少し、350mm以上の地点数が増加した。つまり、全国 51地点全体で見ると、最近 106
年の間において 50年に 1回あるいは 100年に 1回の記録的大雨が増加している傾向にあること
を示した。この原因についても地球温暖化の影響が指摘されており、1979～2013年のアメダス
983地点の年最大 1時間降水量、年平均気温、近海の海面水温の経年変化を分析した結果、過去
35年間に気温や近海の海面水温が上昇し、同時に極端な降水が強まる傾向があるとともに、高温
年に強い降水が発生しやすい傾向にあることが報告されている（Fujibe, 2015）。 
記録的大雨は、計画規模を超える大規模な土砂移動現象の誘因となる。近年の事例で言うと、
2013年 10月に東京都大島町で発生した土砂災害では、台風がもたらす湿った空気の影響で、24
時間の総雨量が 800mmを超える大雨となり、死者・行方不明者 39名の被害が発生した（山本ら, 
2014）。また、2011年 9月の紀伊半島豪雨では、紀伊半島を中心に広い範囲で総降水量が 1,000mm
を超え、多いところでは年降水量平年値の 6割にも達する記録的大雨となり、17箇所で深層崩壊
の発生に伴う天然ダムが形成され、死者・行方不明者 96名の惨事をもたらした（図 1.9）（紀伊
半島大水害記録誌事務局, 2014）。天然ダムとは、地すべりや大規模崩壊などの急激な土砂移動が
発生して河道が閉塞されると、背後に河川水が貯留されて湖水が形成される現象のことである（砂
防学会, 2004）。また、河道閉塞は平成 16年新潟県中越地震に伴って生じた天然ダムに対して用
いられ、土砂災害防止法施行令においても「河道閉塞」という言葉が使われた。その他にも同様
の現象を指す言葉として、「地すべりダム」「土砂ダム」「土砂崩れダム」「せき止め湖」「震災ダム」
などの表現があり（井上, 2011、西本, 2009）、その名称は統一されていない。そこで、本論文で
は「天然ダム」に統一して用いるが、土砂災害防止法などに関係する既存資料を引用する際には
「河道閉塞（天然ダム）」という名称を用いる。 
深層崩壊など計画規模を超える大規模な土砂移動現象が増加すると、従来の土砂災害対策では
不十分である可能性があり、これまで以上に強固な頑健性が必要となる。そのハード対策として、
施設整備の基本的事項が整理された（蒲原・内田, 2014）。ただし、深層崩壊に伴って移動する土
砂の量は多く、施設でその全てを防ぐことは困難である。従って、土砂移動を施設によって軽減
させ、被害範囲の縮小や発生する外力の低下を図ることを目的としている。また、ソフト対策と
しては、深層崩壊の過去の発生事例から得られる情報をもとに、深層崩壊の推定頻度マップを作  
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図 1.8 50年および 100年に 1回の日降水量のヒストグラム 
（左）50年に 1回の大雨の比較、（右）100年に 1回の大雨の比較 
（気象庁（2007）のデータを元に作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.9 大規模な土砂移動現象（天然ダム）の事例（2011年 9月紀伊半島豪雨） 
出典：独立行政法人土木研究所 土砂管理研究グループ （元）水野主任研究員より提供 
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成する方法（田村ら, 2008）や、大規模土砂災害の検知システムを設置する方法（独立行政法人
土木研究所土砂管理グループ火山・土石流チーム, 2012）が挙げられ、深層崩壊の危険度をいち
早く察知して警戒避難につなげる取り組みが実施されている。以上のことから、計画規模を超え
る大規模な土砂移動現象に対して、被害軽減および事前準備の段階は研究が進行している。次に、
応急対応と復旧・復興の段階を迅速に実施する方法について述べる。どちらの段階も災害が発生
した後の事後対策であり、行政機関がより短時間で作業を実施することで都市システムの状態も
回復することになるが、行政機関には迅速な応急対応および復旧・復興を阻害する 3 つの課題が
存在する。第一に人員の能力に関する課題である。行政職員は定期的に災害対応に関する知識と
能力を持っていることが重要であるが、一般的に 2～3年程度で部署異動があるとともに、他業務
と兼務であることも珍しくなく、スキルの向上および維持が困難な状況にある（小山・翠川, 2006）。
また、担当期間内に大きな災害に遭遇することは皆無に近いため、災害対応従事者の対応経験は
非常に乏しく、発生した様々な危機に対して迅速かつ効果的な対応が期待できない現状も指摘さ
れている（井ノ口ら, 2006）。継続的に同じ部署に所属することがないため、スキルが定着しな
いことが課題として挙げられる。 
 第二に行政機関の人員数に関する課題である。図 1.10は、1994年から 2015年の 21年間にお
ける都道府県および市町村の職員数の推移を示した図、図 1.11は、2000年、2005年および 2009
～2016年における国土交通省の職員数を示した図である。災害発生時の行政機関の所掌事務は防
災業務計画および地域防災計画に定められているが、その内容は多岐にわたり、多くの人員を要
する。しかし、行政機関の人員数は年々減少しており、結果として災害対応にあたる人員も減少
傾向にある。都道府県の職員数は 1994年の 1,734,665人がピークでその後減少し、2015年時点
で 1,500,067人と約 13.5%減った。市町村の職員数はさらに減少率が大きく、1996年の 1,554,581
人がピークで、2015 年時点で 1,238,270 人と 20.3%も減少した。また、国土交通省の職員数は、
2000年には 49,015人だったのが 2016年には 38,608人と約 21.2%減少した。 
第三は市町村面積に関する課題である。図 1.12は日本における 1995年以降の市区町村数の推
移である。市町村の数は、1995年時点で 3,234だったのが 2014年には 1,718となり、約 53%に
減少した。日本の国土の面積が 378,000㎢であることから、平均すると 1995年時点では 1市町
村あたりの面積は約 111㎢であったのが、2014年時点では約 175 k㎡に増加した。市町村あたり
の面積が増加しても、前述のとおり職員数は減少したため、職員 1 人あたりが受け持つ範囲も広
くなった。 
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図 1.10 都道府県および市町村の職員数の推移 
（総務省（2016）のデータを元に作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.11 国土交通省の職員数の推移 
（総務省（2017）のデータを元に作成） 
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図 1.12 市町村数の推移 
（総務省（2014）のデータを元に作成） 
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天然ダム等の大規模な土砂移動現象が増加する一方で、行政機関は様々な課題に直面している。
これは災害発生時に実施すべき作業と、その作業時間は多くなっている一方で、1 ヶ所の作業に
さける時間は少なくなっていることを意味する。従って、応急対応と復旧・復興の段階を迅速に
実施するためには、それぞれの段階をこれまで以上に効率的に実施する必要がある。 
 復旧・復興の段階を効率的に実施する方法としては、ICT（Information Communication 
Technology）技術を活用した方法や、作業を機械化する方法などが挙げられる。ICT技術を活用
した方法は、膨大な情報を迅速に検索・処理・蓄積できる仕組みを提供することで、復旧・復興
の過程で実施する行政事務を支援するもので、被災者確定業務（井ノ口ら, 2010）や罹災証明発
給業務（村上ら, 2014）に適用した事例がある。また、作業を機械化する方法は、人の手だと多
くの時間と労力を要する作業を機械が代行するもので、工事の無人化施工（茶山ら, 2004、古賀
ら, 2003）や小型無人飛行機による測量（斎藤ら, 2016）などの場面で活用されている。以上のよ
うな方法により、復旧・復興の段階は、より少ない人員でも効率的に作業を実施できる仕組みの
研究が進んでいる状況である。 
 一方、応急対応の段階を効率的に実施する方法としては、防災マニュアルの整備、防災訓練の
実施、最適な人員配分などが挙げられる。防災マニュアルの整備とは、防災業務計画や地域防災
計画で定められている行動方針を、具体的な行動手順としてまとめるものである。どの職員でも
容易に災害対応の作業手順を把握できることで、一定レベルの対応を迅速に実施することを目的
する。防災マニュアルは厚い印刷物になってしまうことによって検索性や更新性が悪くなる指摘
がある（近藤ら, 2001）。しかし、利用者の意見を踏まえた上で、それらの課題を解決するために
職員にとって分かりやすい防災マニュアルの整備方法の提案もある（例えば、中谷・村尾, 2003）。 
 防災訓練の実施は、行政機関を構成する各人員が災害発生時に取るべき行動を模擬的に体験し、
個々人の災害対応能力を向上させることで災害対応に要する時間を短縮するものである。防災訓
練はロールプレイング型、学習型、ワークショップ型（DIG型）などに分類でき、防災マニュア
ルに定められた行動を妨げる要素や、行動計画の実行可能性についても評価できる。 
 防災マニュアルの整備や防災訓練の実施は、行政機関を構成する人員に着目して応急対応を効
率的に実施するものである。その一方で、災害発生時には防災計画に基づいて行政機関を構成す
る人員が行動することになるため、組織として効率的に作業を実施する方法を考慮する必要があ
る。オペレーションズ・リサーチの観点から、最適人員配置計画は、様々な分野で研究されてお
り、病院に勤務する看護師のスケジュールに適用した事例（池上・田中, 2014、長谷川, 2006）や、 
コンタクトセンターにおけるシフトパターンとスタッフの組み合わせに適用した事例（鳥羽ら, 
2014）、ごみ収集作業員の作業スケジュールと人員配置に適用した事例（保倉ら, 2004）などが挙
げられる。行政機関を対象にした研究としては、限られた人的資源で道路の維持管理業務を効率
的に遂行する手法を提案した事例（大堀・森地, 2010）や、地震発生時でも業務を継続できるよ
うに、迅速な職員参集と人員配置の方法を提案した事例（鍬田・安井, 2009）がある。しかし、
災害発生時に行政機関が実施する災害対応に着目した研究事例は少ない。目黒・石原（2001）は、
災害対応にあたる人員の業務処理に対する能率と耐久力、および休憩の効果を考慮にいれ、様々
な条件下でのシミュレーションできる業務処理モデルを構築した。しかし、モデルで利用した値
は仮の値であり、実際に利用できる水準にまでは達していない。最適な人員配置を考えることが
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できれば、限られた人員の中で、時間を要する作業には集中的に人員を割り振り、すぐに完了す
る作業であれば必要最低限の人員で対応するなど判断できる。また、人員が不足する場合には応
援要請の有無等を検討することができる。特に被害が広範囲かつ甚大となる天然ダム等の大規模
な土砂移動現象が発生した際の緊急調査においては、地域住民に被害が及ぶ前に作業を完了させ
る必要があるため、適切に人員を配分することが求められる。 
図 1.13は天然ダム形成時における緊急調査の流れを示した図である。また、表 1.1は天然ダム
形成時の緊急調査の要件を示したものである。天然ダムのような大規模な土砂移動現象は、その
影響が広範囲に及ぶ。それを 1 つの市町村のみで対応すると災害対応にも時間がかかり、都市シ
ステムの状態の悪化につながる。そこで、大規模な土砂移動現象が発生した際には、国と都道府
県が緊急調査を実施することが 2011年の土砂災害防止法によって定められた。その背景にあった
のが、平成 16年新潟県中越地震および平成 20年岩手・宮城内陸地震が発生した際に多数の天然
ダムが形成されたが、市町村のみでは避難指示の判断に必要となる情報を入手するのが困難であ
ったことにある。国土交通大臣または都道府県知事は土石流、地滑りまたは河道閉塞による湛水
を発生原因とする土砂災害が急迫した場合に緊急調査を実施する。市町村長が住民への避難指
示・勧告を適切に判断できるように、国土交通大臣または都道府県知事は緊急調査に基づいて被
害の想定される区域・時期の情報を土砂災害緊急情報として市町村長に通知する。緊急調査の対
象となる土砂災害は、天然ダム、火山噴火、地滑りに起因するものである。天然ダムの場合、土
砂災害緊急情報として、湛水による土砂災害が想定される土地の区域および時期、土石流による
土砂災害が想定される土地の区域および時期に関する情報を提供する。なお、これらの現象が発
生した場合には全て国もしくは都道府県が対応するわけではなく、緊急調査を開始する要件（全
国治水砂防協会, 2016）があり、それらの要件を満たしてはじめて国もしくは都道府県が対応す
る。 
図 1.14 は天然ダムの湛水によって被害が及ぶおそれがある土地の区域の例を示した写真であ
る。天然ダムが形成されると河川が堰き止められて上流側に水が湛水し、家屋等の保全対象施設
に浸水等の被害が及ぶおそれがあり、その範囲を示したものである。湛水によって被害が及ぶお
それのある時期は、各保全対象に湛水が達する時間のことを指す。また、土石流による被害が及
ぶおそれがある土地の区域とは、河道閉塞が越流決壊し、河道閉塞箇所の土塊を巻き込んで土石
流として下流側に流下して被害を及ぼす範囲のことを意味し、その時期とは湛水位が満水になる
時間（≒越流決壊する時間）のことを指す。これらの情報をまとめて、土砂災害緊急情報として
市町村長に通知する。 
図 1.15、図 1.16は土砂災害緊急情報の一例である。土砂災害緊急情報では、天然ダムの湛水に
よって被害が及ぶおそれがある土地の区域と、土石流によって被害が及ぶおそれのある土地の区
域が地図上に示され、また土石流による被害が及ぶおそれがある土地の時期の情報が表形式で示
される。 
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図 1.13 天然ダム形成時の緊急調査の流れ 
（国土交通省（2015）の図を一部加工） 
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表 1.1 天然ダム形成時の緊急調査の要件 
土砂災害の発生
原因となる現象 緊急調査の要件 実施主体 
河道閉塞 
（天然ダム） 
■ 河道閉塞による湛水 
・ 湛水の発生によってたまる水の量が増加すると予想され、か
つその増加により越流が開始することが予想される場合 
・ 河道閉塞（天然ダム）の高さがおおむね 20m以上ある場合 
・ おおむね 10戸以上の人家に被害が想定される場合 
国土交通省 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.14 河道閉塞（天然ダム）による湛水範囲の例（2008年岩手宮城内陸地震） 
撮影日：2008年 6月 30日 
出典：国土技術政策総合研究所危機管理研究センター砂防研究室 （元）水野主任研究官より提供 
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図 1.15 土砂災害緊急情報の作成例（湛水・土石流による被害が及ぶおそれがある土地の区域） 
（国土交通省（2012）より） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.16 土砂災害緊急情報の作成例（土石流による被害が及ぶおそれがある土地の時期） 
（国土交通省（2012）より） 
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表 1.2は 2016年時点で緊急調査を実施した事例である。2011年 9月には紀伊半島において、9
月 2～4日に上陸した台風 12号により、紀伊半島の山地で 1,000mm以上の総降水量を記録した。
その豪雨の影響で紀伊半島の広域にわたって合計 17箇所に天然ダムが形成され、うち保全対象が
存在する 5 箇所が緊急調査の対象となった。国土交通省では 6 日から緊急調査に着手、8 日には
土砂災害緊急情報第 1 号を関係市町村に通知した。その結果を受けて市町村では同日のうちに避
難指示・避難勧告を発令した（南・小山内, 2014）。なお、緊急調査は短時間で終わるわけではな
く、緊急調査の必要性を判断する段階から、天然ダムによる危険性がないと判断される段階まで
長期間にわたる可能性がある。2011 年 9 月に紀伊半島で実施した緊急調査では、2011 年 9 月 6
日に緊急調査を開始してから、最後に土砂災害緊急情報の随時情報が発表された 2012 年 2 月 6
日までの間に 6ヶ月間を要した。 
最適な人員配置を検討する際には、緊急調査の各作業に要する時間を推定する必要がある。そ
の際、災害対応全般に共通する次の 3 つの特徴を考慮する必要がある。1 つ目は、災害対応で実
施する作業はネットワークを構成する点である。災害対応は防災計画に基づいて実施されるが、
その作業は 1 種類ではなく、複数の作業がネットワークを構成し、同時並行で実施する構成とな
る。緊急調査の場合も図 1.13で示したように、湛水による被害が及ぶおそれがある土地の区域・
時期と、土石流による被害が及ぶおそれがある土地の区域・時期を同時並行で想定する。従って、
災害対応に要する時間を求める際には、ネットワーク全体にかかる時間を考慮しなければならな
い。 
2 つ目は、災害対応の作業ネットワークを完了させる時間にはばらつきが存在する点である。
災害発生時の緊迫した慌ただしい状況の中では、ある作業を平常時に実施する場合と条件が異な
るため、作業を失敗して手戻りすることも多く存在し、作業を処理する率（以下、「処理率」とい
う）、処理した結果に含まれる計算等の誤りによる手戻りの率（以下、「手戻り率」という）、何も
せずに推移する率が時間的に積み重なって作業時間に分布が現れることになる。従って、災害対
応に要する時間を推定するためには、正確な成果を得られるまでに要した時間からそれらの率を
推定する必要があるが、その方法はいまだ開発されていない。 
3 つ目は、災害の発生情報が行政機関に届く時間間隔は一定ではないことである。災害対応に
関する作業ネットワークは、災害の発生情報が行政機関に届いた時点で開始され、複数届くとそ
の分だけネットワークを繰り返すことになる。その情報は一定間隔で行政機関に届くのではなく、
災害の発生状況が判明した順に同時または断続的に届くことになり、その到着時間間隔は非定常
であることが特徴として挙げられる。 
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表 1.2 緊急調査の実施事例 
実施年月 実施場所 対象現象 誘引 実施主体 
2011年 1月 霧島山新燃岳 火山噴火 火山噴火 国土交通省 
2011年 9月 紀伊半島 河道閉塞 
（天然ダム） 豪雨 国土交通省 
2012年 3月 新潟県上越市 
板倉区国川 地滑り 融雪水 新潟県 
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1.2 既往研究 
 図 1.17 は作業ネットワークに要する時間を推定する方法に関する既往研究についてまとめた
分類図である。作業ネットワークに要する時間を推定する方法は、はじめに単一の作業と複数の
作業に分類できる。単一の作業を対象に作業時間を推定した研究事例として、過去の災害事例か
ら推定したものが挙げられる。過去の災害事例から推定した研究事例では、実際に発生した災害
の規模と、そのときに行政機関が災害対応に要した時間との関係をモデル化した上で、今後発生
する災害規模別に時間を推定する方法である。小山・翠川（2006）は、県西部地震（2000 年）
および兵庫県南部地震（1995年）の事例をもとに、地震の震度別に市町村が実施する各作業（避
難所開設、医療救護活動、応急危険度判定など）にかかる時間を 1日、1日～3日、3日～1週間、
1週間～1ヶ月、1ヶ月～3ヶ月、3ヶ月～6ヶ月、6ヶ月～1年、1年以上の 8段階で推定できる
モデルを開発した。また、岡田・豊田（1996）は、釧路沖地震（1993 年）および北海道東方沖
地震（1994年）における被害情報の集積時間を利用し、市町村が実施する作業（消火・消防、救
急救護、避難誘導など 10項目）に関する作業負荷の時間変化をシミュレーションできるモデルを
開発した。これらのモデルは、実際の災害を基にしているため、より信頼性の高い時間を推定で
きるのが特徴であるが、いずれも作業ネットワークではなく、単一の作業のみを対象としている。
さらに、地震規模などの災害シナリオをはじめに入力条件として設定するが、災害シナリオに対
して、各作業にかかる時間をはじめに一意に決めているため、災害対応の 2 つ目の特徴を満足す
ることができない上に、3 つ目の特徴についても、非定常に連続して届く災害発生情報を処理す
る場合の時間を推定できるまでには至っていない。 
災害対応の作業ネットワークを考慮した研究事例は、作業時間を固定値で割り当てる方法と分
布として割り当てる方法に分類できる。固定値の方法としては、PERT が挙げられる。PERT
（Program Evaluation and Review Technique）とは、プロジェクト全体を構成する各作業の相
互依存関係をネットワーク図にすることで、各作業の日程計画を作成するとともに、プロジェク
ト全体の所要時間を算出し、さらにクリティカルパスを明らかにして所要時間の短縮を図る手法
のことである。工程管理の代表的な手法である PERTでは、工程全体にかかる時間を求めるため
に、通常は各作業に対して平均値等の確定値を割り当てる方法が用いられる（例えば、Project 
Management Institute, 2013、毛利ら, 1983、Archibald and Yilloret, 1967）。 
また、目黒・石原（2001）は、災害対応を構成する作業を、主に筋力を必要とする作業、全力
を集中させて行う精神作業、比較的軽い作業の 3 種類に分類した上で、災害対応にあたる人員数
と種類別の業務処理能率を考慮にいれ、直列および並列に組み合わせた作業ネットワークで表さ
れた災害対応をシミュレーションし、その処理にかかる時間を推定でき業務処理モデル（タンク
モデル）を構築した。本モデルは作業の種類別の人員数を考慮でき、作業に多くの人員が配分さ
れるほど作業が早く完了する過程がシミュレーションできる点が有用である。しかし、先に上げ
た PERT同様、各作業の時間には一つの時間が一意的に決定される上に、複数の災害が多発した
場合の時間には適用できない。つまり、本モデルでは、災害対応の 2つ目と 3つ目の特徴を満た
すことは困難である。 
災害対応の作業ネットワークを考慮し、また各作業の作業時間を分布として割り当てた研究事
例は、作業ネットワークの開始時刻の時間間隔が定常の場合と非定常の場合とに分類できる。定
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常の場合の事例としては、確率 PERT、待ち行列が挙げられる。確率 PERTは、PERTの各作業
の作業時間に対して、作業の不確実性やリスクを考慮して時間分布を与えたものである。確率
PERTにも複数の種類が存在し、楽観値、最可能値、悲観値の 3点を用いて作業時間の確率分布
をベータ分布として近似し、その重ね合わせでプロジェクト全体の確率分布を求める方法（毛利
ら, 1983）や、正規分布やポアソン分布で近似してコンボリューションによって求める方法（吉
川・春名, 1970）などが挙げられ、工場生産やソフトウェア開発などの様々な場面で用いられて
いる（例えば、Miklos and Orsolya, 2016、愛須ら, 2012、Li and Liu, 2011、紀ら, 2010、黒川, 
2003、高岩・松井, 1994、渡辺ら, 1992）。確率 PERTであれば、災害対応の 1つ目と 2つ目の特
徴を満たすことができるが、作業ネットワークが開始されるのは 1回のみであり、複数の災害が
同時または断続的に発生し、その分だけ作業ネットワークを繰り返す場合には対応していない。 
 待ち行列理論は、確率 PERTでは解決できない複数災害に対応できる。待ち行列は、客の到着
がある確率分布に従って起こり、窓口のサービス時間がある確率分布に従う場合、サービスを受
ける順番、窓口の数に応じて、どのような待ちが発生し、平均待ち時間はいくらか、平均待ち人
数は何人か、などといった問題を解析するための理論である（北岡, 2010、Bolch, et al., 2006）。
ここで客を災害発生情報、窓口を行政機関に置き換えれば、災害対応にも適用可能であるが、災
害対応の場合、3 つ目の特徴でも示したとおり、災害発生情報が非定常で行政機関に届くことを
考慮する必要がある。待ち行列は非定常状態のモデルを基本としているが、時間を求める際には
極限推移確率を求めるため定常状態、つまり作業の開始時刻から経過時間を変数に持たず時間的
に変化しないことが前提となっており、非定常の現象の作業ネットワークに要する時間を求める
方法には適用できない。 
 以上の既往研究の事例をまとめると、1つ目～3つ目の全てを満たす研究事例はこれまで存在し
ていない。さらに、時間的に変動する非定常の現象は数理モデルによって表すことができ、また
その解は数値計算を用いて求めることが一般的であるが、計算が複雑になる上に計算時間も長く、
災害時でも簡単かつ迅速に求められる手法はいまだ開発されていない状況である。 
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図 1.17 作業ネットワークに要する時間を推定する方法に関する既往研究 
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1.3 目的 
 以上を踏まえた上で、本論文では以下の 4点を目的とする。 
① 緊急調査の作業ネットワークの構造の解明 
② 災害対応に要する時間の推定モデルの開発 
③ 災害対応に要する時間の推定モデルの適用性の検証 
④ 処理率と手戻り率の適用範囲の解明 
 
1.4 構成 
第 1 章では、本論文の背景として突発的な自然現象の発生傾向や行政機関を取り巻く環境の変
化の観点から行政機関が直面している課題を整理した。また、その課題を解決する方法として、
行政機関がこれまで以上に効率的に人員配置するために、災害対応に要する時間をあらかじめ推
定する必要性について述べた。さらに、災害対応に関する特徴（作業ネットワークの構造、各作
業に要する時間、作業ネットワークの開始時刻の時間間隔）を述べた上で、作業時間を推定する
方法に関する既往研究についてレビューし、本論文の目的を明示した。 
第 2 章では、天然ダム形成時の緊急調査で実施する作業と各作業で生成される情報を分析し、
作業ネットワークを明らかにする。次いで、作業と情報のつながりである作業パスを調べて、作
業ネットワークの構造を明らかにする。 
第 3 章では、災害対応に関する特徴を踏まえた上で、災害対応に要する時間を推定する数理モ
デルを誘導する。その後、数理モデルを簡単かつ迅速に計算するための推定モデルを開発する。
さらに、推定モデルの誤差を明らかにする。 
第 4章では、第 3章で開発した推定モデルを国土交通省主催の訓練に適用し、その特殊解を求
める。次いで、その特殊解と訓練で計測した値を比較し誤差を測ることで、推定モデルの適用性
を明らかにする。 
第 5 章では、推定モデルの任意定数である移流係数と拡散係数、つまり処理率と手戻り率を一
定として扱える条件を明らかにする。その際、疲労と作業を継続する時間の 2 つの指標に着目す
る。 
 第 6章では第 1～5章の結果をとりまとめるとともに、今後の展望と課題について述べる。 
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図 1.17は本論文の研究フローを示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.18 本論文の研究フロー 
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第2章 緊急調査の作業ネットワークの構造の解明 
第 2 章では、天然ダム形成時の緊急調査で実施する作業と各作業で生成される情報を分析し、
作業ネットワークを明らかにする。次いで、作業と情報のつながりである作業パスを調べて、作
業ネットワークの構造を明らかにする。 
 
2.1 作業ネットワークと作業パスの構造 
図 2.1 は作業ネットワークの概念を示したものである。作業ネットワークはノードと、ノード
間を結ぶアークによって構成される。1 つのノードは 1 つの作業を意味し、アークはあるノード
から生成された 1つの情報を意味する（福島, 2012）。開始ノードは情報が与えられなくても開始
する作業で、終了ノードは全てのアークを経て実施する作業である。作業によってノードから情
報が生成されると、アークはその情報を必要とする次のノードを矢印で接続する。生成した情報
が複数のノードで必要となる場合、情報を生成したノードから各ノードに対して複数のアークが
接続する。ノードが複数のアークで接続されている場合は、アークの始点で示した全てのノード
によって生成される情報が必要であることを意味する。作業ネットワークは開始ノードから終了
ノードまでのノードとアークと定義する。天然ダムの発生情報を開始ノードに与えると、天然ダ
ムの箇所数と同数の作業ネットワークができると考える。従って、全ての作業ネットワークをま
とめると、緊急調査に関する災害対応を表すことになる。各作業ネットワークを実施し、終了ノ
ードの作業が完了すると、作業ネットワークが完了したことになり、全ての作業ネットワークが
完了すると、災害対応が完了したことを意味する。 
図 2.2 は作業パスの概念を示したものである。作業パスは、開始ノードを起点とし終了ノード
を終点とする作業ネットワーク上のノードとアークの組み合わせであり、同じアークおよびノー
ドを 2つ以上含まない。例えば、行政機関に 3種類の作業パスを有する作業ネットワークが 4個
与えられた場合、同一種類の作業パスが 4個ずつ生成される。 
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図 2.1 作業ネットワークの概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2 作業パスの概念図 
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2.2 緊急調査の作業と情報の分析 
 図 2.3 は緊急調査の着手から終了までのおおまかな流れを示したものである。緊急調査は、緊
急調査着手の判断、初動期における被害の生じるおそれのある区域および時期の想定に関する調
査（以下、「初動期の調査」という）、継続監視期における被害の生じるおそれのある区域および
時期の想定に関する調査（以下、「継続監視期の調査」という）、緊急調査終了の判断の 4 つの段
階から構成される。 
 緊急調査着手の判断は、緊急調査着手の必要性を判断する段階である。天然ダムの発生情報が
国土交通省に届くと、緊急調査の着手を判断するための調査を実施する。緊急調査を着手する要
件は、湛水量が増加すると予想されること、天然ダムの高さがおおむね 20m以上、被害の想定さ
れる人家がおおむね 10戸以上の 3つの条件を全て満たすことである。従って、これらの要件を満
たすかどうか判断するための情報として、天然ダムの湛水状況、天然ダムの高さ、天然ダム上下
流の人家戸数を、地上およびヘリコプターからの目視や計測機器を用いた調査、既存資料、関係
機関等が有する情報等を活用して取得する。緊急調査着手の要件を満たす場合、国土交通大臣か
ら関係都道府県知事に緊急調査の着手を通知する。 
 初動期の調査は、緊急調査を実施して土砂災害緊急情報第 1 号を作成・通知する段階である。
緊急調査は現地調査と机上解析によって構成される。現地調査は、緊急調査着手の判断時と同様、
地上およびヘリコプターから実施する。その計測項目は、天然ダムの想定越流開始点の標高およ
び座標、調査時点の湛水域の下流末端の標高、天然ダム土塊下流末端の標高および座標、天然ダ
ム調査日時である。机上解析では、現地調査で取得した情報をもとに、天然ダムによる湛水区域、
天然ダムの決壊時期、天然ダムの決壊に伴う氾濫範囲に関する情報を推定する。これらの推定結
果をとりまとめて、土砂災害緊急情報第 1 号を作成し、都道府県知事および関係する市町村長へ
通知する。 
 継続監視期の調査は、土砂災害緊急情報第 1 号を通知した後で、天然ダムを継続的に監視する
段階である。その調査内容は、初動期の調査と同じであり、緊急調査の要件が満たされなくなる
まで繰り返し実施される。天然ダムの監視観測を通じて得られた天然ダムによる湛水位および湛
水範囲の情報、天然ダムの形質の変状、天然ダムの越流状況を随時情報として都道府県知事およ
び市町村長へ提供する。また、気象や地形が初動期と比べて大きく変化した場合に土砂災害緊急
情報を発出する。 
 緊急調査終了の判断は、緊急調査を継続して実施するか否かを判断する段階である。応急対策
工事等の進捗によって、継続監視期の調査で得られた情報が緊急調査の要件を満たす情報でなく
なった場合に、緊急調査の終了を判断する。緊急調査を終了する場合、その旨を都道府県知事と
市長村長へ通知する。 
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図 2.3 緊急調査の作業の流れ 
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図 2.4 は、図 2.3 で示した緊急調査の作業の流れをもとに、作業ネットワークを作成したもの
である。また、表 2.1は図 2.4で示した各ノードに対応する作業の一覧であり、図 2.4と表 2.1は
各ノードに一意に割り当てた Nから始まるノード番号で対応する。表 2.1の「作業内容」欄は各
ノードで実施する具体的な作業内容、「必要情報」欄はノードの作業を実施するために必要となる
情報の名称、「作成情報」欄は作業によって作成される情報の名称を示す。「作業区分」欄は現地
調査と机上解析の区別であり、図 2.4 において斜線で着色したノードが現地調査、白色のノード
が机上解析に該当する。「作業要素」欄は机上解析を図面計測、作図、計算、データ収集、文書作
成の 5 種類の作業要素に区分した結果である。なお、机上解析は全て VDT（Visual Display 
Terminals）作業である。VDTとはコンピュータ等の画面表示をする端末装置のことであり、VDT
作業とは一般的にはパソコンを使用した作業であることを意味する。 
表 2.2は図 2.4で示した各アークに対応する情報の一覧であり、図 2.4と表 2.2は各アークに一
意に割り当てた Aから始まるアーク番号で対応する。表 2.2の「情報名」欄は各アークで伝達さ
れる情報の名称、「情報の内容」欄は情報の詳細な説明を示す。図 2.5は天然ダムの計測項目の模
式図であり、図中のアルファベットが表 2.2 の「図 2.5 中の記号」欄に示したアルファベットに
対応する。 
緊急調査着手の判断は、N1 ノードで「天然ダムの概略位置」を作成することから始まり、   
N1から N7に至る 7個のノードによって構成される。前述のとおり、ノードから複数のアークが
延びる場合、接続先の複数のノードにおいて、接続元のノードで作成した情報が必要であること
を意味する。従って、N1ノードで作成した「天然ダムの概略位置」を N2、N3、N4、N5の各ノ
ードで示す現地調査で利用する。一方、複数のアークが 1 つのノードに接続する場合、接続先の
ノードにおいて、接続元のノードで作成した全ての情報が必要であることを意味する。従って、
N7で緊急調査の着手の判断を実施するためには、N6ノードによる「天然ダムの高さ」、N4ノー
ドによる「居室を有する建築物の数」、N5 ノードによる「天然ダムの湛水の状況」の各情報が必
要となる。 
初動期の調査は、緊急調査着手の判断の段階を経て N7 ノードで「緊急調査着手の通知」を作
成することから始まり、N8から N39に至る 31個のノードによって構成される。初動期の調査で
は、N32 ノードによる「天然ダムによる湛水区域」、N36 ノードによる「天然ダムによる決壊時
期」、N37 による「天然ダムの決壊による氾濫範囲」を作成した上で、N38 ノードで「土砂災害
緊急情報第 1号」をまとめることが目的となる。はじめの現地調査では 7つの情報を取得し、そ
れらが起点となって机上解析を実施する。机上解析では、現地調査のノードごとに独立して作業
が進んで N32、N36、N37に収束するわけではなく、他の机上解析で作成した情報を、別の机上
解析で利用する場合が多く、机上解析のノード同士が入り組んだネットワークを形成している。
特に、N37 ノードで「天然ダムの決壊による氾濫範囲」を作成するためには、N32 から N33、
N34へのアーク、N16から N27、N28、N29、N31へのアーク、N17、N18から N37へのアー
クに見られるように、N32と N36に至るまでに作成した多くの情報を利用することになる。 
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図 2.4 緊急調査の作業ネットワーク（段階Ⅰおよび段階Ⅱ） 
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表 2.1 ノード一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
必要情報 作成情報 作業区分 作業要素
N1
・天然ダムの形成情報を受けて、天然ダムの
概略位置を把握する。
・天然ダムの形成情報 ・天然ダムの概略位置 机上解析 －
N2
・レーザ距離計を用いて、天然ダムの想定越
流開始点の標高を計測する。
・天然ダムの概略位置
・天然ダムの想定越流開始点
の標高（m）
現地調査 －
N3
・レーザ距離計を用いて、天然ダム土塊下流
末端の標高を計測する。
・天然ダムの概略位置
・天然ダム土塊下流末端の標
高（m）
現地調査 －
N4
・天然ダム下流側における居室を有する建築
物の数を計測する。
・天然ダムの概略位置 ・居室を有する建築物の数 現地調査 －
N5
・今後も湛水量が増加し、越流が開始すること
が予想されるか確認する。
・天然ダムの概略位置 ・天然ダムの湛水の状況 現地調査 －
N6
・天然ダムの想定越流開始点の標高から天然
ダム土塊下流末端の標高を引くことで、天然ダ
ムの高さを計算する。
・天然ダムの想定越流開始点の標
高（m）
・天然ダム土塊下流末端の標高
（m）
・天然ダムの高さ（m） 机上解析 計算
N7
・現地調査で得られた情報から、緊急調査の
着手を判断する。また、緊急調査の着手を通
知する。
・天然ダムの高さ（m）
・天然ダムの湛水の状況
・居室を有する建築物の数
・緊急調査着手の判断および
通知
机上解析 －
N8
・レーザ距離計を用いて、天然ダムの想定越
流開始点の標高を計測する。
・緊急調査着手の判断および通知
・天然ダムの想定越流開始点
の標高（m）
現地調査 －
N9
・GPSを用いて、天然ダムの想定越流開始点
の座標を計測する。
・緊急調査着手の判断および通知
・天然ダムの想定越流開始点
の座標（緯度経度）
現地調査 －
N10
・レーザ距離計を用いて、調査時点の天然ダ
ム湛水域の下流末端の標高を計測する。
・緊急調査着手の判断および通知
・調査時点の湛水域の下流末
端の標高（m）
現地調査 －
N11 ・天然ダムの推定形成日時を記録する。 ・緊急調査着手の判断および通知
・天然ダム形成日時（月日・
時分）
現地調査 －
N12 ・天然ダムの現地調査日時を記録する。 ・緊急調査着手の判断および通知
・天然ダム調査日時（月日・
時分）
現地調査 －
N13
・レーザ距離計を用いて、天然ダム土塊下流
末端の座標を計測する。
・緊急調査着手の判断および通知
・天然ダム土塊下流末端の座
標（緯度経度）
現地調査 －
N14
・レーザ距離計を用いて、天然ダム土塊下流
末端の標高を計測する。
・緊急調査着手の判断および通知
・天然ダム土塊下流末端の標
高（m）
現地調査 －
N15
・天然ダムの形成位置において、天然ダムの
想定越流開始点の標高から2つ大きい等高線
（1/25,000）の標高を計測する。
・天然ダムの想定越流開始点の標
高（m）
・天然ダムの想定越流開始点
の標高から2つ大きい等高線
の標高（m）
机上解析 図面計測
N16
・天然ダムの想定越流開始点の座標値をもと
に、地図上に天然ダムの形成位置をプロットす
る。
・天然ダムの想定越流開始点の座
標（緯度経度）
・天然ダムの位置 机上解析 図面計測
N17
・天然ダムの形成位置の河床標高を電子地図
地図上で読み取る。
・天然ダムの位置
・天然ダム形成地点の河床標
高（m）
机上解析 図面計測
N18
・天然ダムの想定越流開始点の標高から天然
ダムの形成位置の河床標高を引くことで、天然
ダムの高さを計算する。
・天然ダムの想定越流開始点の標
高（m）
・天然ダム形成地点の河床標高
（m）
・天然ダムの高さ（m） 机上解析 計算
N19
・天然ダムの比高（高さ）を切り上げて満水時
の天然ダム湛水深とする。
・天然ダムの高さ（m）
・満水時の天然ダムの湛水深
（m）
机上解析 計算
N20
・天然ダムによる湛水形状を三角錐に近似す
ることで、天然ダム湛水深と湛水面積から満水
時の天然ダム湛水量を計算する。
・天然ダムによる湛水区域（面積）
（㎡）
・満水時の天然ダム湛水深（m）
・満水時の天然ダム湛水量
（㎥）
机上解析 計算
N21
・満水時の天然ダム湛水量から調査時点の天
然ダムの湛水量を引くことで、天然ダム湛水ま
での容量を計算する。
・満水時の天然ダム湛水量
・調査時点の天然ダムの湛水量
・天然ダム満水までの容量
（㎥）
机上解析 計算
N22
・調査時点の湛水域の下流末端の標高から天
然ダム形成地点の河床標高を引くことで、調査
時点の天然ダムの湛水深を求める。
・調査時点の湛水域の下流末端の
標高（m）
・天然ダム形成地点の河床標高
（m）
・調査時点の天然ダムの湛水
深（m）
机上解析 計算
ノード
番号
作業内容
情報の内容 作業分類
（1／2） 
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表 2.1 ノード一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
必要情報 作成情報 作業区分 作業要素
N23
・満水時の天然ダム湛水深と調査時点の天然
ダム湛水深の比率を計算する。
・満水時の天然ダムの湛水深（m）
・調査時点の天然ダムの湛水深
（m）
・満水時の天然ダム湛水深と
調査時点の天然ダム湛水深
の比率
机上解析 計算
N24
・満水時の天然ダム湛水量にN16で求めた比
率をかけることで、調査時点の天然ダム湛水量
を計算する。
・満水時の天然ダム湛水量（㎥）
・満水時の天然ダム湛水深と調査
時点の天然ダム湛水深の比率
・調査時点の天然ダムの湛水
量（㎥）
机上解析 計算
N25
・天然ダム形成日時から天然ダム調査日時を
引くことで、天然ダム形成時刻から調査時点ま
での時間を計算する。
・天然ダム形成日時（月日・時分）
・天然ダム調査日時（月日・時分）
・天然ダム形成時刻から調査
時点までの時間（時分）
机上解析 計算
N26
・調査時点の天然ダムの湛水量を天然ダム形
成時刻から調査時点までの時間で割ることで、
天然ダムへの流入流量を計算する。
・調査時点の天然ダムの湛水量
（㎥）
・天然ダム形成時刻から調査時点
までの時間（時分）
・天然ダムへの流入流量（㎥） 机上解析 計算
N27
・氾濫解析に利用する天然ダム下流域の数値
標高モデルを、基盤地図情報のサイトからダウ
ンロードする。
・天然ダムの位置 ・天然ダム下流の地形情報 机上解析 データ集約
N28
・天然ダム形成位置の河道幅を地図上で計測
する。
・天然ダムの位置
・天然ダム形成箇所の河道幅
（m）
机上解析 図面計測
N29
・天然ダム上流湛水域における側岸勾配を地
図上で計測する。
・天然ダムの位置
・天然ダム上流湛水域の側岸
勾配（°）
机上解析 図面計測
N30
・天然ダム土塊下流末端の座標値をもとに、地
図上に天然ダム土塊下流末端の位置をプロッ
トする。
・天然ダム土塊下流末端の座標
（緯度経度）
・天然ダム土塊下流末端の位
置
机上解析 図面計測
N31
・天然ダムの想定越流開始点から天然ダム土
塊下流末端までの距離を地図上で計測する。
・天然ダムの位置
・天然ダム土塊下流末端の位置
・天然ダム下流側水平長（m） 机上解析 図面計測
N32
・天然ダムの想定越流開始点の標高から2つ
大きい等高線の標高と天然ダムとで囲まれる
区域を描画し、土砂災害緊急情報第1号の別
紙を作成する。また、その面積を計測する。
・天然ダムの位置
・天然ダムの想定越流開始点の標
高から2つ大きい等高線の標高
（m）
・天然ダムによる湛水区域 机上解析 作図
N33
・天然ダム湛水域上流端の河床標高を地図上
で計測する。
・天然ダムによる湛水区域
・想定最大湛水域上流端の
河床標高（m）
机上解析 図面計測
N34
・天然ダム湛水域の天然ダム形成箇所から湛
水域上流端までの距離を計測する。
・天然ダムによる湛水区域 ・天然ダム湛水域長（m） 机上解析 図面計測
N35
・天然ダム上下流の標高と距離をまとめること
で、天然ダム上下流の河床の縦断形状とす
る。
・天然ダム土塊下流末端の標高
（m）
・天然ダム形成地点の河床標高
（m）
・想定最大湛水域上流端の河床標
高（m）
・天然ダム湛水域長（m）
・天然ダム下流側水平長（m）
・天然ダム上下流の河床の縦
断形状
机上解析 データ集約
N36
・天然ダム湛水までの容量を天然ダムへの流
入流量で割ることで、天然ダム決壊までの時間
を計算し、土砂災害緊急情報第1号の別紙を
作成する。
・天然ダム満水までの容量（㎥）
・天然ダムへの流入流量（㎥）
・天然ダムの決壊時期（月日・
時分）
机上解析 計算
N37
・天然ダム決壊に伴う土石流の氾濫シミュレー
ションソフトウェアに必要パラメータを入力する
ことで、土石流の氾濫範囲を計算する。
・天然ダムの高さ（m）
・天然ダム上下流の河床の縦断形
状
・天然ダム上流湛水域の側岸勾配
（°）
・天然ダム形成箇所の河道幅（m）
・天然ダム下流の地形情報
・天然ダム決壊による氾濫範
囲
机上解析
計算（シミュ
レーション）
N38
・土砂災害緊急情報第1号の別紙をまとめた上
で、表紙を付けて、土砂災害緊急情報第1号を
作成する。
・天然ダムによる湛水区域
・天然ダムの決壊時期
・天然ダム決壊による氾濫範囲
・土砂災害緊急情報第1号 机上解析 文書作成
N39
・土砂災害緊急情報第1号を関係機関に通知
する。
・土砂災害緊急情報第1号 ・土砂災害緊急情報第1号 机上解析 －
N40
・現地調査の結果から、緊急調査の終了を判
断する。
・現地調査結果 ・緊急調査終了の判断 机上解析 －
ノード
番号
作業内容
情報の内容 作業分類
（2／2） 
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表 2.2 アーク一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
アーク番号 情報名 情報の内容 図2.5中の番号
A1-2 ・天然ダムの概略位置 -
A1-3 ・天然ダムの概略位置 -
A1-4 ・天然ダムの概略位置 -
A1-5 ・天然ダムの概略位置 -
A2-6 ・天然ダムの想定越流開始点の標高（m）
・天然ダム形成土塊の各横断面における最低標高のうち、最も標高
の高い地点の標高。 a
A3-6 ・天然ダム土塊下流末端の標高（m） ・天然ダム形成土塊の下流末端における標高。 k
A6-7 ・天然ダムの高さ（m）
・天然ダムの想定越流開始点の標高と天然ダム形成地点の河床標
高との差。 c
A4-7 ・居室を有する建築物の数 ・天然ダム下流側における居室を有する建築物の数。 -
A5-7 ・天然ダムの湛水の状況 ・今後も湛水量が増加し、越流が開始することが予想されるかどうか。 -
A7-8 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A7-9 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A7-10 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A7-11 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A7-12 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A7-13 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A7-14 ・緊急調査着手の判断および通知 -
A8-15 ・天然ダムの想定越流開始点の標高（m） a
A8-18 ・天然ダムの想定越流開始点の標高（m） a
A9-16
・天然ダムの想定越流開始点の座標（緯度
経度）
・天然ダム形成土塊の各横断面における最低標高のうち、最も標高
の高い地点の座標値。 b
A10-22 ・調査時点の湛水域の下流末端の標高（m） ・調査時点で計測した湛水域の下流末端の標高。 d
A11-25 ・天然ダム形成日時（月日・時分） ・天然ダムが形成されたと想定される日付および時刻。 -
A12-25 ・天然ダム調査日時（月日・時分） ・天然ダムの現地調査を実施した日付および時刻。 -
A13-30 ・天然ダム土塊下流末端の座標（緯度経度） ・天然ダム形成土塊の下流末端における座標値。 l
A14-35 ・天然ダム土塊下流末端の標高（m） ・天然ダム形成土塊の下流末端における標高。 k
A15-32
・天然ダムの想定越流開始点の標高から2つ
大きい等高線の標高（m）
・天然ダムの想定越流開始点の標高から、1/25,000地形図の等高
線で2つ大きい等高線の標高。 f
A16-32 ・天然ダムの位置 ・天然ダム形成箇所の地図上での位置。 -
A17-18 ・天然ダム形成地点の河床標高（m） e
A17-22 ・天然ダム形成地点の河床標高（m） e
A17-37 ・天然ダム形成地点の河床標高（m） e
・自治体からの連絡等で把握した天然ダムのおおまかな位置。
・現地調査で得られた情報から判断した緊急調査着手の有無と、関
係機関への通知。
・天然ダム形成土塊の各横断面における最低標高のうち、最も標高
の高い地点の標高。
・天然ダムの位置における河床標高（地図上で読み取る）。
（1／2） 
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表 2.2 アーク一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
アーク番号 情報名 情報の内容 図2.5中の番号
A18-19 ・天然ダムの高さ（m） c
A18-37 ・天然ダムの高さ（m） c
A19-20 ・満水時の天然ダムの湛水深（m） -
A19-23 ・満水時の天然ダムの湛水深（m） -
A20-21 ・満水時の天然ダム湛水量（㎥） h
A20-24 ・満水時の天然ダム湛水量（㎥） h
A21-36 ・天然ダム満水までの容量（㎥） ・N20からN22を引いて求めた概算容量。 -
A22-23 ・調査時点の天然ダムの湛水深（m） ・調査時点における天然ダムの湛水深。 g
A23-24
・満水時の天然ダム湛水深と調査時点の天
然ダム湛水深の比率
・N19とN22の比率。 -
A24-21 ・調査時点の天然ダムの湛水量（㎥） -
A24-26 ・調査時点の天然ダムの湛水量（㎥） -
A25-26
・天然ダム形成時刻から調査時点までの時
間（時分）
・N12からN11を引いて求めた時間。 -
A26-36 ・天然ダムへの流入流量（㎥） ・N24をN25で除して求めた単位時間あたりの流入流量。 -
A27-35 ・天然ダム下流の地形情報 ・氾濫解析に利用する天然ダム下流域の数値標高モデル。 -
A28-37 ・天然ダム形成箇所の河道幅（m） ・地図上で計測した天然ダム形成位置における河道幅。 m
A29-37 ・天然ダム上流湛水域の側岸勾配（°）
・地図上で計測した天然ダム上流湛水域における側岸の平均的な
勾配。 -
A30-31 ・天然ダム土塊下流末端の位置 ・地図上で示した天然ダム形成土塊の下流末端の位置。 -
A31-35 ・天然ダム下流側水平長（m）
・天然ダムの想定越流開始点から天然ダム土塊下流末端までの距
離。 n
A32-20 ・天然ダムによる湛水区域 j
A32-33 ・天然ダムによる湛水区域 j
A32-34 ・天然ダムによる湛水区域 j
A32-38 ・天然ダムによる湛水区域 j
A33-35 ・想定最大湛水域上流端の河床標高 ・地図上で計測した天然ダム湛水域上流端の河床標高。 f
A34-35 ・天然ダム湛水域長（m）
・地図上で計測した天然ダム湛水域の天然ダム形成箇所から湛水
域上流端までの距離。 o
A35-35 ・天然ダム上下流の河床の縦断形状
・天然ダム土塊下流末端の標高、天然ダム形成地点の河床標高、想
定最大湛水域上流端の河床標高、天然ダム湛水域長、天然ダム下
流側水平長によって形成される河床の縦断形状。
-
A36-38 ・天然ダムの決壊時期（月日・時分） ・N21をN26で除して求めた天然ダムが満水になるまでの時間。 -
A37-38 ・天然ダム決壊による氾濫範囲
・土石流の氾濫シミュレーションソフトウェアによって計算した天然ダ
ム決壊に伴う土石流の氾濫範囲。 -
A38-39 ・土砂災害緊急情報第1号 -
A39-40 ・土砂災害緊急情報第1号 -
・天然ダムによる湛水区域、天然ダム決壊時期、天然ダム決壊によ
る氾濫範囲を記載した通知。
・天然ダムの位置とN15の等高線とを結んだ範囲。
・天然ダムの想定越流開始点の標高と天然ダム形成地点の河床標
高との差。
・天然ダムの比高（高さ）と同じ値。
・N18とN32から、計算式を用いて求めた満水時の概算湛水量。
・N20にN23の比率を掛けて求めた概算湛水量。
（2／2） 
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図 2.5 天然ダムの計測項目の模式図 
 
2.3 作業ネットワークの構造の解明 
図 2.6、図 2.7、図 2.8は初動期の調査の作業パスを抽出した結果である。図 2.6は N32ノード
で天然ダムによる湛水区域を推定するための作業パス、図 2.7は N36ノードで天然ダムの決壊時
期を推定するための作業パス、図 2.8は N37ノードで天然ダムの決壊に伴う氾濫範囲を推定する
ための作業パスである。作業パスは作業ネットワークにおけるノードとアークの全ての組み合わ
せであるため、ノード間を結ぶアークの数が多いほど、作業パスの種類も増加する。作業パスの
種類は、天然ダムによる湛水区域の推定について 2種類、天然ダムの決壊時期の推定について 18
種類、天然ダムの決壊に伴う氾濫範囲の推定について 13種類である。天然ダムの決壊時期を推定
する際の作業パスの種類が最も多いが、これは天然ダムの決壊時期を推定する作業が、その過程
で最も多くの情報を参照していることを意味する。 
 
 
 
 
 
図 2.6 天然ダムによる湛水区域を推定するための作業パス  
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図 2.7 天然ダムの決壊時期を推定するための作業パス 
  
N7 N8 N15 N32 N20 N21 N36 N38 N39 
N7 N8 N15 N32 N20 N21 N36 N38 N39 N24 
N7 N8 N15 N32 N20 N26 N36 N38 N39 N24 
N7 N8 N18 N19 N20 N21 N36 N38 N39 
N7 N9 N16 N32 N20 N21 N36 N38 N39 
N7 N9 N16 N32 N20 N21 N36 N38 N39 N24 
N7 N9 N16 N32 N20 N26 N36 N38 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N20 N21 N38 N36 N39 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N20 N21 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N20 N26 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N23 N21 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N23 N26 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N22 N23 N24 N21 N38 N36 N39 
N7 N9 N16 N17 N22 N23 N24 N26 N38 N36 N39 
N7 N10 N22 N23 N24 N21 N36 N38 N39 
N7 N10 N22 N23 N24 N26 N36 N38 N39 
N7 N11 N25 N26 N36 N38 N39 
N7 N12 N25 N26 N36 N38 N39 
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図 2.8 天然ダムの決壊による氾濫範囲を推定するための作業パス 
 
表 2.3、表 2.4、表 2.5は、天然ダムによる湛水区域、天然ダムの決壊時期、天然ダムの決壊に
よる氾濫範囲のそれぞれを推定する作業ネットワークに含まれる作業要素の回数を整理した結果
である。作業要素は、表 2.1の「作業要素」欄で示した図面計測、計算、作図、データ集約、文
書作成の区分に該当する。図面計測とは図面計測とは紙図面もしくは電子図面上で図面上の値を
読み取る作業、計算は与えられた値から新たな値を計算によって求める作業、作図は紙図面もし
くは電子図面上に図形情報を描画する作業、データ集約は作成済みの個々のデータを集約する作
業、文書作成は文章と図表によって構成される書類を作成する作業を意味する。なお、天然ダム
による湛水区域を推定する際に作成する情報は、天然ダムの決壊時期、天然ダムの決壊による氾
濫範囲を推定する際に利用し、天然ダムの決壊時期を推定する際に作成する情報は、天然ダムの
決壊による氾濫範囲を推定する際に利用する。従って、共通する作業は、天然ダムによる湛水区
域、天然ダムの決壊時期、天然ダムの決壊による氾濫範囲の順番で優先順位を付けた上で、優先
順位がより高い情報を推定する作業ネットワークの方に含めた。具体的には、N16と N32の作業
N7 N9 N16 N32 N33 N35 N37 N38 N39 
N7 N9 N16 N32 N34 N35 N37 N38 N39 
N7 N9 N16 N17 N18 N38 N37 N39 
N7 N9 N16 N17 N38 N37 N39 
N7 N9 N16 N27 N35 N38 N37 N39 
N7 N9 N16 N28 N38 N37 N39 
N7 N9 N16 N29 N38 N37 N39 
N7 N9 N16 N31 N35 N38 N37 N39 
N7 N8 N15 N32 N33 N35 N37 N38 N39 
N7 N8 N15 N32 N34 N35 N37 N38 N39 
N7 N8 N18 N37 N38 N39 
N7 N13 N36 N31 N37 N38 N39 N35 
N7 N14 N35 N37 N38 N39 
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は、天然ダムによる湛水区域を推定する作業ネットワークに、N17と N18の作業は、天然ダムの
決壊時期を推定する作業ネットワークに含めた。ただし、N39で土砂災害警戒情報第 1号を作成
する作業は特に優先順位が存在しないため、全ての作業ネットワークに含めた。 
作業パスを各ノードの作業要素の観点で整理すると、天然ダムによる湛水区域を推定する作業
パスは、重複を除くと図面計測に関する 2個のノード、計算に関する 0個のノード、作図に関す
る 1個のノード、データ集約に関する 0個のノード、文書作成に関する 1個のノードで構成され
る。ノード数の合計は少ないが、他の作業ネットワークでは実施していない作図が含まれるのが
特徴である。天然ダムの決壊時期を推定する作業ネットワークは、図面計測に関する 1個のノー
ド、計算に関する 10個のノード、作図に関する 0個のノード、データ集約に関する 0個のノー
ド、文書作成に関する 1個のノードで構成され、計算の回数が多い点が特徴である。天然ダムの
決壊による氾濫範囲を推定する作業ネットワークは、図面計測に関する 6個のノード、計算に関
する 1個のノード、作図に関する 0個のノード、データ集約に関する 2個のノード、文書作成に
関する 1個のノードで構成され、他の作業ネットワークでは実施しないデータ集約作業が含まれ
る。これは氾濫解析を実施するために必要となる地形情報を集約する作業（N27）と、机上解析
の過程で作成した情報を集約して天然ダム上下流の河床の縦断形状を作成する作業（N35）が該
当する。 
表 2.3 天然ダムによる湛水区域の推定に関する作業要素 
作業要素 ノード数 
図面計測 2 
計算 0 
作図 1 
データ集約 0 
文書作成 1 
合計 4 
 
表 2.4 天然ダムの決壊時期の推定に関する作業要素 
作業要素 ノード数 
図面計測 1 
計算 10 
作図 0 
データ集約 0 
文書作成 1 
合計 12 
 
表 2.5 天然ダムの決壊による氾濫範囲の推定に関する作業要素 
作業要素 ノード数 
図面計測 6 
計算 1 
作図 0 
データ集約 2 
文書作成 1 
合計 10 
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第3章 災害対応に要する時間の推定モデルの開発 
第 3 章では、災害対応に関する特徴（作業ネットワークの構造、各作業に要する時間、作業ネ
ットワークの開始時刻の時間間隔）を踏まえた上で、災害対応に要する時間を推定する数理モデ
ルを誘導する。その後、数理モデルを簡単かつ迅速に計算するための推定モデルを開発する。さ
らに、推定モデルの誤差を明らかにする。 
 
3.1 数理モデルの誘導 
3.1.1 前提条件 
図 3.1 は作業ネットワーク数によって構成される空間の模式図である。作業パスで対応すべき
作業ネットワーク数（個）を𝑚𝑚𝑘𝑘軸(𝑘𝑘 = 1,2,⋯ ,𝑛𝑛)に設定する。従って、作業パスが𝑛𝑛種類存在する
と、𝑚𝑚𝑘𝑘軸が𝑛𝑛本存在する𝑚𝑚��⃗ベクトル空間を形成する。なお、作業パス間の作業ネットワーク数は
互いに独立であるとする。 
時刻𝑇𝑇において𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内の任意の点𝐿𝐿�⃑ ≡ (𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛)の組み合わせとなる確率
密度関数を𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �とする。確率密度関数𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �は各作業パスの作業ネットワーク数が時刻𝑇𝑇で𝐿𝐿�⃑と
なる確率密度関数を意味する。 
𝐿𝐿�⃑ ≡ (𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛)⋯⋯⋯ (3.1) 
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �⋯⋯⋯ (3.2)  
確率密度関数𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �の𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内での積分値は 1となる。 
� � ⋯
∞
−∞
∞
−∞
� ⋯
∞
−∞
� 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �∞
−∞
𝑑𝑑𝑚𝑚1𝑑𝑑𝑚𝑚2⋯𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯𝑑𝑑𝑚𝑚𝑛𝑛 = 1⋯⋯⋯ (3.3) 
災害が発生すると、𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内の初期位置𝐿𝐿�⃑ ′（発生した天然ダム分の作業ネットワーク数）
に確率密度関数𝑃𝑃�0, 𝐿𝐿�⃑ �の値が、𝑃𝑃0とデルタ関数𝛿𝛿(𝐿𝐿�⃑ − 𝐿𝐿�⃑ ′)の積として与えられる。𝑃𝑃0は初期の確率
の値を意味し、1 となる。デルタ関数とは、インパルス応答と呼ばれる瞬間的な反応を表すため
に考案された特殊な関数である。ある一点で無限大の値をとるが、それ以外の点では 0であり、−∞
～∞の範囲で積分すると 1 になる性質を持つため、災害発生時に発生した作業ネットワーク数の
初期位置に確率の値として 1が与えられる状態を表すことができる。 
𝑃𝑃�0, 𝐿𝐿�⃑ � = 𝑃𝑃0 ∙ 𝛿𝛿(𝐿𝐿�⃑ − 𝐿𝐿�⃑ ′)⋯⋯⋯ (3.4) 
確率密度関数𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �  は出生死滅過程（尾崎, 1996）によって変化することを前提条件とした。出
生死滅過程とは生物集団の個体数の時間的推移が出生によって増加し、死亡によって減少する状
況を、定常推移確率をもつマルコフ過程によって表すモデルのことである。マルコフ過程とは、
マルコフ性を持つ確率過程のことである。マルコフ性とは、その過程の将来状態の条件付き確率
分布が現在状態のみに依存し、過去のいかなる状態にも依存しない特性をもつことである。なお、
定常推移確率をもつマルコフ過程とは、出生死滅過程が常に定常推移確率であることを意味して
いるわけではなく、マルコフ過程が定常推移確率を持つならば、この出生死滅過程が成り立つこ
とを意味する。(ⅰ)～(ⅶ)に確率密度関数𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ �の前提条件を示す。 
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図 3.1 作業ネットワーク数によって構成される空間の模式図 
 
 
  
𝑚𝑚1 
𝑚𝑚2 
𝑚𝑚3 
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𝑚𝑚4 
（作業ネットワーク数） 
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(i) 𝑃𝑃�𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝐿𝐿�⃑  | 𝑀𝑀(𝑇𝑇1) = 𝐿𝐿�⃑ 1,  𝑀𝑀(𝑇𝑇2) = 𝐿𝐿�⃑ 2,  ⋯ ,𝑀𝑀(𝑇𝑇𝑛𝑛) = 𝐿𝐿�⃑ 𝑛𝑛� = 𝑃𝑃�𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝐿𝐿�⃑  | 𝑀𝑀(𝑇𝑇𝑛𝑛) =
𝐿𝐿�⃑ 𝑛𝑛�⋯⋯⋯ (3.5) 
・ 時刻𝑇𝑇で𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内の作業ネットワーク数が𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝐿𝐿�⃑である確率𝑃𝑃�𝑀𝑀(𝑇𝑇) =
𝐿𝐿�⃑ � は、一つ前の時刻𝑇𝑇𝑛𝑛で状態𝑀𝑀(𝑇𝑇𝑛𝑛) = 𝐿𝐿�⃑ 𝑛𝑛である確率𝑃𝑃�𝑀𝑀(𝑇𝑇𝑛𝑛) = 𝐿𝐿�⃑ 𝑛𝑛 � のみに依存す
る。ただし、0 ≤ 𝑇𝑇1 < 𝑇𝑇2 < ⋯ < 𝑇𝑇𝑛𝑛 < 𝑇𝑇である。なお、本仮定に基づく確率過程をマ
ルコフ過程という。 
(ii) 𝑀𝑀(0) = 𝐿𝐿�⃑ ′ ⋯⋯⋯ (3.6) 
・ 初期の作業ネットワーク数は𝐿𝐿�⃑ ′である。𝐿𝐿�⃑ ′は対応する発生した天然ダムの数に応じて、
各作業パスで対応する作業ネットワーク数を意味する。 
(iii) 𝑃𝑃{𝑀𝑀(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇) −𝑀𝑀(𝑇𝑇) = −∆𝑚𝑚𝑘𝑘 | 𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝑚𝑚𝑘𝑘} = 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ ∆𝑇𝑇 + 𝑜𝑜(∆𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (3.7) 
・ 𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスにおいて、時刻𝑇𝑇で作業ネットワーク数が状態𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝑚𝑚𝑘𝑘の条件で、微
小時間∆𝑇𝑇の間に作業ネットワーク数が−∆𝑚𝑚𝑘𝑘減少する推移確率は、𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ ∆𝑇𝑇表される。
出生死滅過程では𝜇𝜇𝑘𝑘を死亡率というが、本論文では作業パスを処理することで作業
ネットワーク数が減る率であるため「処理率」と定義する。 
(iv) 𝑃𝑃{𝑀𝑀(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇) −𝑀𝑀(𝑇𝑇) = ∆𝑚𝑚𝑘𝑘 | 𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝑚𝑚𝑘𝑘 } = 𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ ∆𝑇𝑇 + 𝑜𝑜(∆𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (3.8) 
・ 𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスにおいて、時刻𝑇𝑇で作業ネットワーク数が𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝑚𝑚𝑘𝑘の条件で、微小時
間∆𝑇𝑇の間に作業ネットワーク数が∆𝑚𝑚𝑘𝑘増加する推移確率は、𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ ∆𝑇𝑇で表される。出
生死滅過程では𝜆𝜆𝑘𝑘を出生率というが、本論文では作業パスで処理した結果に何らか
の誤りがあって手戻りが発生し、作業ネットワーク数が増える率と捉えて「手戻り
率」と定義する。 
(v) 𝑃𝑃{𝑀𝑀(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇) −𝑀𝑀(𝑇𝑇) ≥ 2𝑚𝑚𝑘𝑘 | 𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝑚𝑚𝑘𝑘} = 𝑜𝑜(∆𝑇𝑇), 𝑃𝑃{𝑀𝑀(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇) −𝑀𝑀(𝑇𝑇) ≦
−2𝑚𝑚𝑘𝑘 | 𝑀𝑀(𝑇𝑇) = 𝑚𝑚𝑘𝑘} = 𝑜𝑜(∆𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (3.9) 
・ 微小時間∆𝑇𝑇の間に作業ネットワーク数が 2回以上増加もしくは減少する確率は非常
に小さく無視できる。 
(vi) 𝑑𝑑𝜇𝜇𝑘𝑘
𝑑𝑑𝑑𝑑
= 0, 𝑑𝑑𝜆𝜆𝑘𝑘
𝑑𝑑𝑑𝑑
= 0⋯⋯⋯ (3.10) 
・ 𝜇𝜇𝑘𝑘  と𝜆𝜆𝑘𝑘は時刻𝑇𝑇と独立である（時刻によらず一定である）。 
(vii) 𝑑𝑑𝜇𝜇𝑘𝑘
𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘
= 0, 𝑑𝑑𝜆𝜆𝑘𝑘
𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘
= 0⋯⋯⋯ (3.11) 
・ 𝜇𝜇𝑘𝑘  と𝜆𝜆𝑘𝑘は作業ネットワーク数𝑚𝑚𝑘𝑘と独立である（作業ネットワーク数によらず一定で
ある）。 
 
3.1.2 数理モデルの誘導 
図 3.2 と図 3.3 は、𝑗𝑗番目と𝑘𝑘番目の作業パスを例に、点𝐿𝐿�⃑への確率密度関数の流入と点𝐿𝐿�⃑からの
確率密度関数の流出を示したものである。ここで点𝐿𝐿�⃑における𝑘𝑘番目の作業パスの作業ネットワー
ク数の変化を考える。𝑚𝑚𝑘𝑘軸における点𝑚𝑚𝑘𝑘の両端にある点を𝑚𝑚𝑘𝑘 − Δ𝑚𝑚𝑘𝑘、𝑚𝑚𝑘𝑘 + Δ𝑚𝑚𝑘𝑘とし、𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘 , 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−, 
𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+を以下のように定義する。点𝑚𝑚𝑘𝑘の両端にある点とは、𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスの作業ネットワーク数がΔ𝑚𝑚𝑘𝑘
だけ増加した点とΔ𝑚𝑚𝑘𝑘だけ減少した点を意味する。 
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𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘 = (𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛)⋯⋯⋯ (3.12) 
𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘− = (𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 − Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛)⋯⋯⋯ (3.13) 
𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+ = (𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 + Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛)⋯⋯⋯ (3.14) 
時刻𝑇𝑇での点𝑚𝑚𝑘𝑘における確率密度関数を𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘�、点𝑚𝑚𝑘𝑘 − Δ𝑚𝑚𝑘𝑘にある確率密度関数を𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�、
点𝑚𝑚𝑘𝑘 + Δ𝑚𝑚𝑘𝑘にある確率密度関数を𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�とする。時刻𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇 において対応すべき作業ネット
ワーク数が𝑚𝑚𝑘𝑘個残っている確率𝑃𝑃(𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇 , 𝐿𝐿�⃗ )は、時刻𝑇𝑇で作業ネットワーク数が𝑚𝑚𝑘𝑘 − Δ𝑚𝑚𝑘𝑘個であ
る確率𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�とその時刻における手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘、時刻𝑇𝑇で作業ネットワーク数が𝑚𝑚𝑘𝑘個である確率
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �とその時刻における手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘と処理率𝜇𝜇𝑘𝑘、時刻𝑇𝑇で作業ネットワーク数が𝑚𝑚𝑘𝑘 + Δ𝑚𝑚𝑘𝑘個で
ある確率𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�とその時刻における処理率𝜇𝜇𝑘𝑘が、時間∆𝑇𝑇で変化した結果である。従って、点𝐿𝐿�⃑に
おける時刻𝑇𝑇から時刻𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇までの確率の増減のうち、点𝐿𝐿�⃗を通る𝑚𝑚𝑘𝑘軸方向の状態の変化による増
減の量 ∆𝑃𝑃(𝐿𝐿�⃗ ) は、以下のように点𝐿𝐿�⃗に流入する確率密度関数と流出する確率密度関数の収支によ
って表すことができる。また、𝜇𝜇𝑘𝑘の率で作業パスを処理するほど作業ネットワーク数は減り、𝜆𝜆𝑘𝑘の
率で作業パスに手戻りが発生するほど作業ネットワーク数が増える。 
�∆𝑃𝑃(𝐿𝐿�⃗ )�
𝑘𝑘
= �𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−� + 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+� − 𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � − 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �� ∙ ∆𝑇𝑇⋯⋯⋯ (3.15) 
確率の変化量を𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内で移動しうる全ての方向で足し合わせれば、時刻𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇 での
点𝐿𝐿�⃗  における確率𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �を求めることができる。 
𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � = 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � + ���∆𝑃𝑃(𝐿𝐿�⃗ )�
𝑘𝑘
�
𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
⋯⋯⋯ (3.16) 
式(3.15)を式(3.16)に代入して展開すると、コルモゴロフの前進方程式（成田, 2016、大住, 2002）
が得られる。なお、この方程式をマスター方程式（牧島・小森, 1980a）とも呼ぶ。 
𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � − 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �
∆𝑇𝑇
= ��𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−� + 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+� − 𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � − 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ ��𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
 
⋯⋯⋯ (3.17) 
式(3.17)の右辺の∑記号内を展開して整理すると、以下のように表すことができる。 
�𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−� + 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+� − 𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � − 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ ��= �(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) − 2𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) + 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘)(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)2
− Δ𝑚𝑚𝑘𝑘
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�(𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘) − 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�(𝜇𝜇𝑘𝑘 − 𝜆𝜆𝑘𝑘)2Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 �⋯⋯⋯ (3.18) 
式(3.18)を式(3.17)に戻すと、 
𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � − 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �
∆𝑇𝑇 = ��(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) − 2𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) + 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘)(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)2𝑛𝑛𝑘𝑘=1
− Δ𝑚𝑚𝑘𝑘
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�(𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘) − 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�(𝜇𝜇𝑘𝑘 − 𝜆𝜆𝑘𝑘)2Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 �⋯⋯⋯ (3.19) 
となる。 
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図 3.2 時刻𝑇𝑇から時刻𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇にかけての点𝐿𝐿�⃑への確率の流入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3 時刻𝑇𝑇から時刻𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇にかけての点𝐿𝐿�⃑からの確率の流出 
 
  
 
𝑇𝑇 
𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇 
𝑚𝑚1 𝑚𝑚2 
𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスの作業 
ネットワーク数（個） 
𝑚𝑚𝑘𝑘 −∆𝑚𝑚𝑘𝑘 
𝑚𝑚𝑘𝑘 
𝑚𝑚𝑘𝑘 +∆𝑚𝑚𝑘𝑘 
𝑚𝑚𝑗𝑗 − ∆𝑚𝑚𝑗𝑗 
𝑚𝑚𝑗𝑗 
𝑚𝑚𝑗𝑗 +∆𝑚𝑚𝑗𝑗 
時刻𝑇𝑇 
  𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−� 
 
𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+� 
 
𝜆𝜆𝑗𝑗 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑗𝑗−� 
 
𝑚𝑚𝑗𝑗作業パスの作業 
ネットワーク数（個） 
∆𝑃𝑃(𝐿𝐿�⃗ ) 
𝜇𝜇𝑗𝑗 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑗𝑗+� 
𝑚𝑚3 
 
𝑇𝑇 
𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇 
𝑚𝑚𝑘𝑘 −∆𝑚𝑚𝑘𝑘 
𝑚𝑚𝑘𝑘 
𝑚𝑚𝑘𝑘 +∆𝑚𝑚𝑘𝑘 
𝑚𝑚𝑗𝑗 − ∆𝑚𝑚𝑗𝑗 
𝑚𝑚𝑗𝑗 
𝑚𝑚𝑗𝑗 +∆𝑚𝑚𝑗𝑗 
時刻𝑇𝑇 
  𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
𝜆𝜆𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 𝜇𝜇𝑘𝑘 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
 
𝜆𝜆𝑗𝑗 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
∆𝑃𝑃(𝐿𝐿�⃗ ) 
𝜇𝜇𝑗𝑗 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � 
𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスの作業 
ネットワーク数（個） 
𝑚𝑚1 𝑚𝑚2 
𝑚𝑚3 
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さらに𝑚𝑚𝑘𝑘軸は離散形の確率変数であるが、連続形の確率変数と取り扱えると仮定すると、上式
の左辺および右辺はテイラー展開から、 
𝑃𝑃�𝑇𝑇 + ∆𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ � − 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �
∆𝑇𝑇
= 𝜕𝜕𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑇𝑇
+ 𝑂𝑂(Δ𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (3.20) (Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ∙ 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) − 2𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) + 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘)(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)2= (Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ∙ 𝜕𝜕2{(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘)𝑃𝑃}𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘2 + 𝑂𝑂(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2)⋯⋯⋯ (3.21) 
Δ𝑚𝑚𝑘𝑘
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘+�(𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘) − 𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ 𝑘𝑘−�(𝜇𝜇𝑘𝑘 − 𝜆𝜆𝑘𝑘)2Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 = Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 𝜕𝜕𝑃𝑃(𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘)𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘 + 𝑂𝑂(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2)⋯⋯⋯ (3.22) 
と変形できる。ここで、𝑂𝑂(Δ𝑇𝑇)はテイラー展開のΔ𝑇𝑇について 2次以上の項をΔ𝑇𝑇で割った値の総和
で、𝑂𝑂(∆𝑚𝑚𝑘𝑘2)はテイラー展開のΔ𝑚𝑚𝑘𝑘について 2 次以上の項をΔ𝑚𝑚𝑘𝑘で割った値の総和である。これ
らの式を式(3.19)に代入して整理すると、以下のように近似することができる。 
𝜕𝜕𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑇𝑇
= ��(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ∙ 𝜕𝜕2{(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘)𝑃𝑃}𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘2 − Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 𝜕𝜕𝑃𝑃(𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘)𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘 + 𝑂𝑂(Δ𝑇𝑇) + 𝑂𝑂(Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2)�𝑛𝑛𝑘𝑘=1 ⋯⋯⋯ (3.23) 
ここでΔ𝑇𝑇を微小な値とし、上式右辺第三項と第四項が無視できるものと仮定する。さらに処理
率𝜇𝜇𝑘𝑘と手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘が作業ネットワーク数𝑚𝑚𝑘𝑘と独立である、つまり定数であると仮定しているため、 
𝜕𝜕𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑇𝑇
= ��(𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) (Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ∙ 𝜕𝜕2𝑃𝑃𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘2 − (𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘)Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 𝜕𝜕𝑃𝑃𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘�𝑛𝑛𝑘𝑘=1 ⋯⋯⋯ (3.24) 
と変形することができる。この方程式の形は多次元移流拡散方程式であり、確率過程に適用する
場合にはフォッカー・プランク方程式（牧島・小森, 1980b）と呼ばれる。式(3.24)は、時刻𝑇𝑇 で
各作業パスに残っている作業ネットワーク数が𝑚𝑚𝑘𝑘である確率密度関数𝑃𝑃を求めるための基礎方程
式となる。 
なお、式(3.24)において、 
𝑎𝑎𝑘𝑘 ≡ (𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘)Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (3.25) 
𝑏𝑏𝑘𝑘 ≡ (𝜆𝜆𝑘𝑘 + 𝜇𝜇𝑘𝑘) (Δ𝑚𝑚𝑘𝑘)22 ⋯⋯⋯ (3.26) 
と定義すると、 
𝜕𝜕𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑇𝑇
= ��𝑏𝑏𝑘𝑘 ∙ 𝜕𝜕2𝑃𝑃𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘2 − 𝑎𝑎𝑘𝑘 ∙ 𝜕𝜕𝑃𝑃𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘�𝑛𝑛𝑘𝑘=1 ⋯⋯⋯ (3.27) 
と書ける。 
この式は、時刻𝑇𝑇において𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内の作業ネットワーク数が𝐿𝐿�⃑である確率𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃗ �が𝑎𝑎𝑘𝑘の
速度で移流するとともに、𝑏𝑏𝑘𝑘の速度で拡散することを意味し、𝑎𝑎𝑘𝑘を移流係数、𝑏𝑏𝑘𝑘を拡散係数と言
うことができる。 
 式(3.27)の解を求めるために、式(3.27)にコール・ホップ変換（座標変換）を施し、拡散方程式
に変換する。新たに変数を、 
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�
𝜉𝜉𝑘𝑘 ≡
𝑚𝑚𝑘𝑘 − 𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇
�𝑏𝑏𝑘𝑘
𝜏𝜏 ≡ 𝑇𝑇 ⋯⋯⋯ (3.28) 
とおくと、𝜉𝜉𝑘𝑘軸が𝑛𝑛本存在する𝜉𝜉ベクトル空間を形成する。なお、𝜉𝜉ベクトル空間における作業パス
間の作業ネットワーク数は、𝑚𝑚��⃗ベクトル空間と同様、互いに独立であるとする。時刻𝜏𝜏において𝜉𝜉ベ
クトル空間内の任意の点𝑅𝑅�⃑ ≡ (𝜉𝜉1, 𝜉𝜉2,⋯ , 𝜉𝜉𝑘𝑘 ,⋯𝜉𝜉𝑛𝑛)の組み合わせとなる確率密度関数を𝑝𝑝�𝜏𝜏,𝑅𝑅�⃑ �とする。 
𝑅𝑅�⃑ ≡ (𝜉𝜉1, 𝜉𝜉2,⋯ , 𝜉𝜉𝑘𝑘 ,⋯𝜉𝜉𝑛𝑛)⋯⋯⋯ (3.29) 
𝑃𝑃�𝑇𝑇, 𝐿𝐿�⃑ � ≡ 𝑝𝑝�𝜏𝜏,𝑅𝑅�⃑ �= 𝑝𝑝(𝜏𝜏(𝑇𝑇,𝑚𝑚1,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛), 𝜉𝜉1(𝑇𝑇,𝑚𝑚1,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛),⋯ , 𝜉𝜉𝑛𝑛(𝑇𝑇,𝑚𝑚1,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘 ,⋯𝑚𝑚𝑛𝑛))⋯⋯⋯ (3.30) 
全微分の公式を利用して、式(3.27)の一階偏微分の項を変形する。なお、𝑇𝑇,𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯は互いに
独立であるため、偏微分は常微分として表すことができる。 
𝜕𝜕𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑇𝑇
(𝑇𝑇,𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ) = 𝜕𝜕𝑝𝑝𝜕𝜕𝜏𝜏 −�� 𝑎𝑎𝑘𝑘�𝑏𝑏𝑘𝑘 𝜕𝜕𝑝𝑝𝜕𝜕𝜉𝜉𝑘𝑘�𝑛𝑛𝑘𝑘=1 ⋯⋯⋯ (3.31) 
𝜕𝜕𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘
(𝑇𝑇,𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ) = 1
�𝑏𝑏𝑘𝑘
𝜕𝜕𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜉𝜉𝑘𝑘
⋯⋯⋯ (3.32) 
二階偏微分の項は、一階偏微分の結果を利用して、以下のように変形できる。 
𝜕𝜕2𝑃𝑃
𝜕𝜕𝑚𝑚𝑘𝑘2
(𝑇𝑇,𝑚𝑚1,𝑚𝑚2,⋯ ) = 1𝑏𝑏𝑘𝑘 𝜕𝜕2𝑝𝑝𝜕𝜕𝜉𝜉𝑘𝑘2 ⋯⋯⋯ (3.33) 
従って、式(3.27)は、以下のような多次元拡散方程式に変換することができる。 
𝜕𝜕𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜏𝜏
= ��𝜕𝜕2𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜉𝜉𝑘𝑘
2�
𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
⋯⋯⋯ (3.34) 
一次元拡散方程式 
𝜕𝜕𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜏𝜏
= 𝜕𝜕2𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜉𝜉𝑘𝑘
2 ⋯⋯⋯ (3.35) 
の主要解は、グリーン関数（松浦ら, 2000）を用いることで、式(3.36)のように表すことができる
（佐野, 2015）。 
𝐺𝐺 = 12�𝜋𝜋(𝜏𝜏 − 𝜏𝜏′) ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−(𝜉𝜉𝑘𝑘 − 𝜉𝜉𝑘𝑘′ )24(𝜏𝜏 − 𝜏𝜏′) �⋯⋯⋯ (3.36) 
𝜉𝜉𝑘𝑘
′は𝑘𝑘番目の作業パスにおける初期値であり、発生した天然ダム分の作業ネットワーク数となる。
𝜏𝜏′は初期時刻であるため 0となるため、式(3.36)は以下のように表される。 
𝐺𝐺 = 12√𝜋𝜋𝜏𝜏 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−(𝜉𝜉𝑘𝑘 − 𝜉𝜉𝑘𝑘′ )24𝜏𝜏 �⋯⋯⋯ (3.37) 
 式(3.34)は多次元拡散方程式であるため、その主要解は一次元拡散方程式の主要解である式
(3.37)の直積として、式(3.38)のように表される。 
𝐺𝐺 = �� 12√𝜋𝜋𝜏𝜏 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−(𝜉𝜉𝑘𝑘 − 𝜉𝜉𝑘𝑘′ )24𝜏𝜏 ��𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
⋯⋯⋯ (3.38) 
式(3.38)で示す主要解𝐺𝐺は、時刻𝜏𝜏において𝜉𝜉ベクトル空間内の作業ネットワーク数が𝑅𝑅�⃑である確
率密度関数を意味する。 
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災害対応に要する時間の確率を求めるにあたり、𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスにおける確率密度関数の動きを考
える。図 3.4 は𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスにおける作業ネットワーク数の確率密度関数𝑃𝑃(𝑇𝑇,𝑚𝑚𝑘𝑘)を示したもので
ある。天然ダムが発生すると、天然ダムと同数の作業ネットワーク数の初期位置𝑚𝑚𝑘𝑘
′に確率の値と
して 1 が与えられる。確率密度関数𝑃𝑃(𝑇𝑇,𝑚𝑚𝑘𝑘)は、式(3.27)に基づき𝑎𝑎𝑘𝑘の速度で移流するとともに、
𝑏𝑏𝑘𝑘の速度で拡散する。このとき係数𝑎𝑎𝑘𝑘は式(3.25)より、𝜆𝜆𝑘𝑘 < 𝜇𝜇𝑘𝑘（処理率が手戻り率よりも大きい）
であれば𝑎𝑎𝑘𝑘 < 0となり、𝑚𝑚𝑘𝑘軸の負の方向に移動する。また、𝜆𝜆𝑘𝑘 > 𝜇𝜇𝑘𝑘であれば𝑎𝑎𝑘𝑘 > 0となり、𝑚𝑚𝑘𝑘軸
の正の方向に移動する。作業パスにおける作業が完了するという意味は、作業ネットワーク数𝑚𝑚𝑘𝑘
が 0となることを意味する。従って、図 3.4に示すように、𝑚𝑚𝑘𝑘軸上の初期位置𝑚𝑚𝑘𝑘′から、作業パス
完了位置(𝑚𝑚𝑘𝑘 = 0)に向かって確率密度関数が移流拡散した際の、作業パス完了位置を通過した確
率密度関数𝑃𝑃{⋃ (−∞ < 𝑀𝑀(𝑚𝑚𝑘𝑘) ≤ 0𝑘𝑘 )}の積分値が、時刻𝑇𝑇において作業パスが完了する確率を意味
することになる。 
複数の作業パスで考えると、𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内の初期位置𝐿𝐿�⃑ ′に確率の値として 1が与えられ、災
害対応完了位置(𝐿𝐿�⃑ 0 = (0,0,⋯ ,0,⋯ ,0))に向かって移流拡散する。その際の災害対応完了位置𝐿𝐿�⃑ 0を通
過した確率密度関数𝑃𝑃�⋃ (−∞ < 𝑀𝑀(𝐿𝐿�⃗ ) ≤ 0𝑘𝑘 )�の積分値が、時刻𝑇𝑇において災害対応に要する時間の
確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を意味する。 
𝑚𝑚��⃗ベクトル空間内での積分区間は 
−∞ < 𝐿𝐿�⃗ ≤ 0⋯⋯⋯ (3.39) 
となる。ただし、式(3.38)は式(3.28)のように、コール・ホップ変換を施しているため、新たな𝜉𝜉ベ
クトル空間では、 
−∞ < 𝑅𝑅�⃑ ≤ (− 𝑎𝑎1𝑇𝑇
�𝑏𝑏1
,− 𝑎𝑎2𝑇𝑇
�𝑏𝑏2
,⋯ ,− 𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇
�𝑏𝑏𝑘𝑘
,⋯− 𝑎𝑎𝑛𝑛𝑇𝑇
�𝑏𝑏𝑛𝑛
)⋯⋯⋯ (3.40) 
となる。従って、𝜉𝜉ベクトル空間における災害対応に要する時間の確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝜏𝜏)は、 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝜏𝜏) = �
⎣
⎢
⎢
⎢
⎡
� �
12√𝜋𝜋𝜏𝜏 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−(𝜉𝜉𝑘𝑘 − 𝜉𝜉𝑘𝑘′ )24𝜏𝜏 ��
−
𝑎𝑎𝑘𝑘𝑑𝑑
�𝑏𝑏𝑘𝑘
−∞
𝑑𝑑𝜉𝜉𝑘𝑘
⎦
⎥
⎥
⎥
⎤𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
⋯⋯⋯ (3.41) 
となる。ここで、時刻𝜏𝜏 = 0における初期位置𝜉𝜉𝑘𝑘′は、式(3.28)より以下のように表される。 
𝜉𝜉𝑘𝑘
′ = 𝑚𝑚𝑘𝑘′
�𝑏𝑏𝑘𝑘
⋯⋯⋯ (3.42) 
また、 
𝑑𝑑𝜉𝜉𝑘𝑘 = 1
�𝑏𝑏𝑘𝑘
𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (3.43) 
であるので、式(3.41)をもとの𝑚𝑚��⃗ベクトル空間に戻すと、 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇) = �� 12�𝜋𝜋𝑇𝑇𝑏𝑏𝑘𝑘 ∙ � 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−(𝑚𝑚𝑘𝑘 − 𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇 − 𝑚𝑚𝑘𝑘′ )24𝜏𝜏 �0−∞ 𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘�
𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
⋯⋯⋯ (3.44) 
と表すことができる。式(3.44)が災害対応に要する時間の数理モデルとなる。 
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図 3.4  𝑚𝑚𝑘𝑘作業パスにおける作業ネットワーク数の確率密度関数 
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3.2 推定モデルの開発 
 式(3.44)で求められる解は、時刻𝑇𝑇において災害対応に要する時間の確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)の厳密解であ
る。本式で求められる解は、本式を用いれば、同時に対応できる𝑘𝑘本の作業パスから構成される作
業ネットワークについて、𝑚𝑚𝑘𝑘
′個の災害が発生した際の災害対応に要する時間の確率の時系列変化、
つまり災害対応に要する時間の確率分布を求めることができる。その求め方は、本式が直積記号
によって表されていることから、作業ネットワークを構成する各作業パスで確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を求め、
それを各時刻でかけ合わせればよい。しかし、式(3.44)の解を求めるためには数値計算が必要とな
るため、災害対応時でも確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を簡単かつ迅速に求めるためには、本式を近似した簡易式
が必要となる。 
 災害対応に要する時間の確率を求める基本式を近似するにあたり、 
𝑓𝑓(𝑡𝑡) = 1
√2𝜋𝜋 𝑒𝑒−𝑎𝑎𝑎𝑎2 ⋯⋯⋯ (3.45) 
の−𝑒𝑒 ≤ 𝑡𝑡 ≤ 𝑒𝑒におけるガウス積分 
Φ(𝑒𝑒) = �𝑓𝑓(𝑡𝑡)𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡 = 1
√2𝜋𝜋 �𝑒𝑒−𝑎𝑎𝑎𝑎2𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡⋯⋯⋯ (3.46) 
の近似について考える。なお、𝑎𝑎は𝑒𝑒および𝑡𝑡と独立とした。 
𝜕𝜕𝑎𝑎
𝜕𝜕𝑒𝑒
= 0⋯⋯⋯ (3.47) 
𝜕𝜕𝑎𝑎
𝜕𝜕𝑡𝑡
= 0⋯⋯⋯ (3.48) 
である。−∞ ≤ 𝑡𝑡 ≤ ∞におけるガウス積分を、互いに独立な変数𝑡𝑡1と𝑡𝑡2を用いて 2次元に拡張する
と、 
{Φ(∞)}2 = 12𝜋𝜋 � � 𝑒𝑒−𝑎𝑎�𝑎𝑎12+𝑎𝑎22�∞
−∞
𝑑𝑑𝑡𝑡1
∞
−∞
𝑑𝑑𝑡𝑡2 ⋯⋯⋯ (3.49) 
となる。𝑡𝑡1𝑡𝑡2空間から𝑟𝑟𝑟𝑟平面への写像を 
⎩
⎪
⎨
⎪
⎧𝑡𝑡1 ≡ 𝑡𝑡1(𝑟𝑟,𝑟𝑟) ≡ 𝑟𝑟 ∙ 𝑐𝑐𝑜𝑜𝑐𝑐𝑐𝑐
√2𝑎𝑎
𝑡𝑡2 ≡ 𝑡𝑡2(𝑟𝑟,𝑟𝑟) ≡ 𝑟𝑟 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑛𝑛𝑐𝑐
√2𝑎𝑎 ⋯⋯⋯ (3.50) 
とおくと、積分区間−∞ ≤ 𝑡𝑡 < ∞は、0 ≤ 𝑟𝑟 < ∞, 0 ≤ 𝑟𝑟 < 2𝜋𝜋となる。すると、ヤコビ行列の行列式
（ヤコビアン）が 
|𝕁𝕁| = �𝜕𝜕𝑡𝑡1𝜕𝜕𝑟𝑟 𝜕𝜕𝑡𝑡1𝜕𝜕𝑟𝑟
𝜕𝜕𝑡𝑡2
𝜕𝜕𝑟𝑟
𝜕𝜕𝑡𝑡2
𝜕𝜕𝑟𝑟
� = 𝑟𝑟2𝑎𝑎⋯⋯⋯ (3.51) 
となり、本式を利用すると式(3.49)は、 
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12𝜋𝜋 � �𝑒𝑒−𝑎𝑎�𝑎𝑎12+𝑎𝑎22�𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡1
𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡2 = 12𝜋𝜋� � 𝑒𝑒−𝑎𝑎×𝑟𝑟2/(2𝑎𝑎)∞
0
|𝕁𝕁|𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑𝑟𝑟2𝜋𝜋
0
= 12𝑎𝑎⋯⋯⋯ (3.52) 
となる。従って、Φ(∞)は以下のようになる。 
Φ(∞) = � 12𝑎𝑎 (∵ Φ(∞) > 0)⋯⋯⋯ (3.53) 
𝑒𝑒 ≤ 𝑡𝑡 ≤ 𝑒𝑒におけるガウス積分を、互いに独立な変数𝑡𝑡1と𝑡𝑡2を用いて 2次元に拡張すると、 
{Φ(𝑒𝑒)}2 = 12𝜋𝜋 � �𝑒𝑒−𝑎𝑎�𝑎𝑎12+𝑎𝑎22�𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡1
𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡2 ⋯⋯⋯ (3.54) 
となる。積分領域(−𝑒𝑒 ≤ 𝑡𝑡1 ≤ 𝑒𝑒,−𝑒𝑒 ≤ 𝑡𝑡2 ≤ 𝑒𝑒)の面積は、 {𝑒𝑒 − (−𝑒𝑒)}×{𝑒𝑒 − (−𝑒𝑒)} = 4𝑒𝑒2 ⋯⋯⋯ (3.55) 
である。ここで、 
𝑓𝑓(𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2) ≡ 𝑒𝑒−𝑎𝑎�𝑎𝑎12+𝑎𝑎22� ⋯⋯⋯ (3.56) 
とおくと、式(3.54)は 
{Φ(𝑒𝑒)}2 = 12𝜋𝜋 � �𝑒𝑒−𝑎𝑎�𝑎𝑎12+𝑎𝑎22�𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡1
𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡2 = 12𝜋𝜋 � �𝑓𝑓(𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2)𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡1
𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡2 ⋯⋯⋯ (3.57) 
と書ける。次に、2変数関数の重積分 
� �𝑓𝑓(𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2)𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡1
𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡2 = � 𝑓𝑓(𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2)
𝐴𝐴
𝑑𝑑𝑡𝑡1𝑑𝑑𝑡𝑡2 ⋯⋯⋯ (3.58) 
を考える。式(3.50)で示した𝑡𝑡1𝑡𝑡2空間から𝑟𝑟𝑟𝑟平面への写像を用いると、領域 A(−𝑒𝑒 ≤ 𝑡𝑡1 ≤ 𝑒𝑒,−𝑒𝑒 ≤
𝑡𝑡2 ≤ 𝑒𝑒)での重積分は、𝑟𝑟𝑟𝑟平面上での領域 Bへの重積分へと変換できる。 
� 𝑓𝑓(𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2)
𝐴𝐴
𝑑𝑑𝑡𝑡1𝑑𝑑𝑡𝑡2 = � 𝑓𝑓�𝑡𝑡1(𝑟𝑟,𝑟𝑟), 𝑡𝑡2(𝑟𝑟,𝑟𝑟)�
𝐵𝐵
|𝕁𝕁|𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑𝑟𝑟⋯⋯⋯ (3.59) |𝕁𝕁|は式(3.51)で示したヤコビ行列の行列式（ヤコビアン）である。なお、 
𝑡𝑡1
2 + 𝑡𝑡22 = ( 𝑟𝑟 ∙ 𝑐𝑐𝑜𝑜𝑐𝑐𝑐𝑐
√2𝑎𝑎 )2 + �𝑟𝑟 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑛𝑛𝑐𝑐√2𝑎𝑎 �2 = 𝑟𝑟22𝑎𝑎⋯⋯⋯ (3.60) 
である。領域 Bの範囲を考える。𝑟𝑟の範囲は 0 ≤ 𝑟𝑟 < 2𝜋𝜋⋯⋯⋯ (3.61) 
とする。𝑟𝑟の範囲は 0以上で領域 A（正方形）の面積と領域 B（半径𝑟𝑟の面積）の面積が等しくな
るような範囲と仮定すると、 
0 ≤ 𝑟𝑟 ≤ �8𝑎𝑎
𝜋𝜋
𝑒𝑒⋯⋯⋯ (3.62) 
となる。従って、 
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� 𝑓𝑓(𝑡𝑡1(𝑟𝑟,𝑟𝑟), 𝑡𝑡2(𝑟𝑟,𝑟𝑟))
𝐵𝐵
|𝕁𝕁|𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑𝑟𝑟 = 𝜋𝜋
𝑎𝑎
�−𝑒𝑒−
4𝑎𝑎𝑥𝑥2
𝜋𝜋 + 1�⋯⋯⋯ (3.63) 
となる。ここで、𝑟𝑟の範囲は 0以上で領域 A（正方形）の面積と領域 B（半径𝑟𝑟の面積）の面積が
等しくなるような範囲と仮定したことから、 
� 𝑓𝑓(𝑡𝑡1, 𝑡𝑡2)
𝐴𝐴
𝑑𝑑𝑡𝑡1𝑑𝑑𝑡𝑡2 ≤ � 𝑓𝑓�𝑡𝑡1(𝑟𝑟,𝑟𝑟), 𝑡𝑡2(𝑟𝑟,𝑟𝑟)�
𝐵𝐵
|𝕁𝕁|𝑑𝑑𝑟𝑟𝑑𝑑𝑟𝑟⋯⋯⋯ (3.64) 
となると考えられる。従って、 
Φ(𝑒𝑒) ≤ � 12𝑎𝑎 �1−𝑒𝑒−4𝑎𝑎𝑥𝑥2𝜋𝜋 �⋯⋯⋯ (3.65) 
となる。ここで、 
Φ(𝑒𝑒) ≈ � 12𝑎𝑎 �1−𝑒𝑒−4𝑎𝑎𝑥𝑥2𝜋𝜋 �⋯⋯⋯ (3.66) 
と近似する。ところで、Williams-山内の式（山内, 1972）を用いれば、標準正規分布𝑓𝑓(𝑢𝑢)のガウ
ス積分𝐹𝐹(𝑢𝑢)は数%の誤差で近似できる。 
𝐹𝐹(𝑢𝑢) = � 𝑓𝑓(𝑒𝑒)𝑑𝑑𝑒𝑒𝑢𝑢
−∞
≅
⎩
⎪
⎨
⎪
⎧12 − 12�1 − 𝑒𝑒�−2𝑢𝑢2𝜋𝜋 �(𝑢𝑢 < 0)12 + 12�1 − 𝑒𝑒�−2𝑢𝑢2𝜋𝜋 �(0 ≤ 𝑢𝑢)⋯⋯ (3.67) 
 従って、式(3.66)にも数%の誤差が含まれることが予想される。式(3.66)を用いると、𝑒𝑒 ≤ 𝑡𝑡 ≤ 𝑒𝑒
におけるガウス積分は、以下のように近似できる。 
1
√2𝜋𝜋 �𝑒𝑒−𝑎𝑎𝑎𝑎2𝑥𝑥
−𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑡𝑡 ≈
⎩
⎪
⎨
⎪
⎧12� 12𝑎𝑎 �1 −�1−𝑒𝑒−4𝑎𝑎𝑥𝑥2𝜋𝜋 � (𝑒𝑒 < 0)12� 12𝑎𝑎 �1 + �1−𝑒𝑒−4𝑎𝑎𝑥𝑥2𝜋𝜋 � (0 ≤ 𝑒𝑒)⋯⋯⋯ (3.68) 
ここで、 
𝛼𝛼𝑘𝑘 ≡ 𝑚𝑚𝑘𝑘 − 𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇 − 𝑚𝑚𝑘𝑘
′ ⋯⋯⋯ (3.69) 
と置くと、 
𝑑𝑑𝛼𝛼𝑚𝑚𝑘𝑘 = 𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (3.70) 
であり、𝑚𝑚𝑘𝑘は災害対応が完了した範囲として−∞から0の範囲で積分しているため、 
−∞ < 𝛼𝛼𝑚𝑚𝑘𝑘 ≤ −�𝑎𝑎𝑚𝑚𝑘𝑘𝑇𝑇 + 𝑚𝑚𝑘𝑘0�⋯⋯⋯ (3.71) 
であるので、災害対応に要する時間の確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)は、 
 51 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇) = �� 12�𝜋𝜋𝑇𝑇𝑏𝑏𝑘𝑘 ∙ � 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−(𝑚𝑚𝑘𝑘 − 𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇 − 𝑚𝑚𝑘𝑘′ )24𝜏𝜏 �0−∞ 𝑑𝑑𝑚𝑚𝑘𝑘�
𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
= �� 12�𝜋𝜋𝑇𝑇𝑏𝑏𝑘𝑘 ∙ � 𝑒𝑒−𝛼𝛼𝑘𝑘24𝑑𝑑𝑏𝑏𝑘𝑘
−�𝑎𝑎𝑘𝑘𝑑𝑑+𝑚𝑚𝑘𝑘
′ �
−∞
𝑑𝑑𝛼𝛼𝑘𝑘�
𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
≈
⎩
⎪⎪
⎨
⎪⎪
⎧
��
12�1 −�1 − 𝑒𝑒−�𝑎𝑎𝑘𝑘𝑑𝑑+𝑚𝑚𝑘𝑘′ �2𝜋𝜋𝑑𝑑𝑏𝑏𝑘𝑘 ��   (−(𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇 + 𝑚𝑚𝑘𝑘′ ) < 0)𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
��
12�1 + �1 − 𝑒𝑒−�𝑎𝑎𝑘𝑘𝑑𝑑+𝑚𝑚𝑘𝑘′ �2𝜋𝜋𝑑𝑑𝑏𝑏𝑘𝑘 �  �𝑛𝑛
𝑘𝑘=1
  �0 ≤ −(𝑎𝑎𝑘𝑘𝑇𝑇 + 𝑚𝑚𝑘𝑘′ )�⋯⋯⋯ (3.72) 
と近似することができる。 
本式で求められる解は、時刻𝑇𝑇において災害対応に要する時間の確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)の近似解であり、
本式を災害対応に要する時間の推定モデルとする。積分記号がなくなったため、各作業パスの確
率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を簡単かつ迅速に算出でき、それをかけ合わせることによって、災害対応に要する時
間の確率分布を求めることができる。作業パスの近似解を求めるためには、1 次元移流拡散方程
式の移流係数𝑎𝑎𝑘𝑘と拡散係数𝑏𝑏𝑘𝑘を推定する必要があり、さらに𝑎𝑎𝑘𝑘と𝑏𝑏𝑘𝑘は作業の処理率𝜇𝜇𝑘𝑘と手戻り率
𝜆𝜆𝑘𝑘によって構成されている。従って、作業パスの処理率𝜇𝜇𝑘𝑘と手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘が分かれば、災害対応に
要する時間の確率の時系列変化が分かる。 
 
3.3 推定モデルの誤差評価 
災害対応に要する時間の推定モデルは、ガウス積分を数%の誤差で近似できるWilliams-山内の
式を応用することで求めており、推定モデル自体も数%の誤差が生じていることが予想される。
また、推定モデルは時刻𝑇𝑇に応じて変化する確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を求めるものであるため、その誤差も
時刻とともに変化する可能性がある。そこで、作業パス（𝑘𝑘 = 1の場合）と作業ネットワーク（𝑘𝑘 = 2
の場合）を対象に、区分求積法によって求めた確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑄𝑄(𝑇𝑇)を真値と仮定した上で、推定モデ
ルによって求めた確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)との残差𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅を比較した。残差𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅は区分求積法による確率
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑄𝑄(𝑇𝑇)から、推定モデルによる確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を引くことによって求めた。 
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑄𝑄(𝑇𝑇) − 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (3.73) 
表 3.1に作業パスにおける残差の計算条件を示す。計算対象を𝑚𝑚1作業パスとし、その移流係数
を𝑎𝑎1、拡散係数を𝑏𝑏1とした。簡易式と区分求積法ともに、移流係数𝑎𝑎1を-10-1、-10-2、-10-3、-10-4、
-10-5、-10-6の 6 段階、拡散係数𝑏𝑏1を 10-1、10-2、10-3、10-4、10-5、10-6の 6 段階で設定し、それ
ぞれの組み合わせ計 36ケースで計算した。どのケースにおいても、災害数の条件は 1個(𝑚𝑚𝑘𝑘′ = 1)
とし、区分求積法における区分の計算幅は 0.01とした。なお、表 3.1の「図番号」欄は、各ケー
スの計算結果を示した図番号を意味する。 
表 3.2 に作業ネットワークにおける残差の計算条件を示す。作業ネットワークにおける
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を求める際には、式(3.72)で示した推定モデルのとおり、作業ネットワークを構成する
作業パスの確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)を求め、その値を各時刻で掛け合わせればよい。そこで、作業パスの誤
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差評価で求めた確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)と𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑄𝑄(𝑇𝑇)を利用し、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスとで構成される
作業ネットワークの誤差を評価した。評価にあたっては、移流係数𝑎𝑎1と𝑎𝑎2を-10-2、-10-4、-10-6の
3 段階の中から 2 つを選択する組み合わせの全てに対して、推定モデルによって求めた確率
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)と区分求積法によって求めた𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑄𝑄(𝑇𝑇)による残差を計算した。また、拡散係数𝑏𝑏1と𝑏𝑏2
についても同様に、10-2、10-4、10-6の 3段階の中から 2つを選択する組み合わせの全てを対象と
し、計 45ケースで計算した。なお、同じ𝑎𝑎1と𝑎𝑎2の組み合わせとなる場合は、重複分を削除した。
例えば、𝑎𝑎1が-10-6、𝑎𝑎2が-10-4の組み合わせは、𝑎𝑎1が-10-4、𝑎𝑎2が-10-6の組み合わせと同じとなるた
め、一方の組み合わせのみを計算した。さらに、𝑎𝑎1と𝑎𝑎2の値が同じ場合、同じ𝑏𝑏1と𝑏𝑏2の組み合わ
せができるため、重複分を削除した。例えば、𝑎𝑎1が-10-6、𝑎𝑎2が-10-6の場合、𝑏𝑏1が 10-6、𝑏𝑏2が 10-4
の組み合わせは、𝑏𝑏1が 10-4、𝑏𝑏2が 10-6の組み合わせと同じとなるため、一方の組み合わせのみを
計算した。表 3.1 と同様、表 3.2 の「図番号」欄は、各ケースの計算結果を示した図番号を意味
する。 
図 3.5、図 3.6、図 3.7、図 3.8、図 3.9、図 3.10に作業パスにおける確率の残差の計算結果を示
す。残差は、どのパターンもはじめはマイナス方向に低下し、ある時間で低下のピークとなった
後で 0の方向に戻り、残差が 0となる時間を過ぎた後でプラス方向に上昇し、ピーク後に低下し
て 0 に収束するＳ字カーブを示す傾向を示した。なお、マイナス方向とは、推定モデルによる計
算値の方が区分求積法による計算値よりも大きいことを示し、プラス方向はその逆であることを
意味する。残差の計算時間は、計算を開始してから残差がプラス方向のピークに達し、0.01以下
に収束するまでの時間とした。その時間は、計算時間については、移流係数が小さいほど長時間
となり、大きいほど短時間となる傾向となった。具体的には、移流係数が-10-6で 15,552,000 秒
（180日）、-10-5で 1,296,000秒（15日）、-10-4で 180,000秒（50時間）、-10-3で 7,200秒（120
分）、-10-2で 7,200秒（120日）、-10-1で 300秒（5分）であった。これは移流係数が大きいほど
確率密度関数が作業パス完了位置を通過する時間が早くなり、確率がほぼ 1 に収束するため、
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)と𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑄𝑄(𝑇𝑇)の差が小さくなっていることが影響している。 
残差の範囲は、移流係数が-10-6 ～-10-4の範囲では±8%程度をピークとして、その範囲内に収ま
った。±8%という値は確率の残差であるため、例えば作業が 60 分で完了する確率が 95%である
と推定されると、そこには±8%の誤差があり、実際には作業が 60 分で完了する確率が 87.4%～
100%であることを意味する。ただし、最大で±8%であるため、誤差がプラス側とマイナス側でそ
れぞれ最大となる時間に留意すれば、それ以上の精度で推定モデルを利用できる。例えば、移流
係数が-10-4、拡散係数が 10-6の場合、マイナス側のピークが 8,408秒（約 140分）、プラス側のピ
ークが 11,666秒（約 194分）であるため、その時間帯前後の確率の誤差が最も大きいことになる
が、それ以外の時間帯ではより小さい誤差で確率を求めことができる。 
移流係数が-10-3 ～-10-1 の範囲では、誤差がより大きくなり、-10-3 の場合は＋10%程度、-10-2
の場合は＋14%程度、-10-1の場合は＋45%以上と、移流係数の値が大きくなるほど残差が大きく
なった。ただし、残差が大きい傾向が見られるのは同じ移流係数の場合でも、拡散係数が 10-5～
10-6 と小さい場合に限定される。これは、確率分布がほとんど拡散せずに移流した際に誤差が大
きくなっていることを意味する。その原因としては、移流係数が-10-3 ～-10-1、拡散係数が 10-5～
10-6という条件の場合、鋭角な確率分布が急速に移動することになるため、作業パス完了位置も 
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表 3.1 作業パスにおける残差の計算条件（𝑘𝑘 = 1の場合） 
ケース 移流係数𝑎𝑎1 拡散係数𝑏𝑏1 図番号 
1-1 -10-6 10-6 
図 3.5 
1-2 -10-6 10-5 
1-3 -10-6 10-4 
1-4 -10-6 10-3 
1-5 -10-6 10-2 
1-6 -10-6 10-1 
1-7 -10-5 10-6 
図 3.6 
1-8 -10-5 10-5 
1-9 -10-5 10-4 
1-10 -10-5 10-3 
1-11 -10-5 10-2 
1-12 -10-5 10-1 
1-13 -10-4 10-6 
図 3.7 
1-14 -10-4 10-5 
1-15 -10-4 10-4 
1-16 -10-4 10-3 
1-17 -10-4 10-2 
1-18 -10-4 10-1 
1-19 -10-3 10-6 
図 3.8 
1-20 -10-3 10-5 
1-21 -10-3 10-4 
1-22 -10-3 10-3 
1-23 -10-3 10-2 
1-24 -10-3 10-1 
1-25 -10-2 10-6 
図 3.9 
1-26 -10-2 10-5 
1-27 -10-2 10-4 
1-28 -10-2 10-3 
1-29 -10-2 10-2 
1-30 -10-2 10-1 
1-31 -10-1 10-6 
図 3.10 
1-32 -10-1 10-5 
1-33 -10-1 10-4 
1-34 -10-1 10-3 
1-35 -10-1 10-2 
1-36 -10-1 10-1 
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表 3.2 作業ネットワークにおける残差の計算条件（𝑘𝑘 = 2の場合） 
ケース 移流係数𝑎𝑎1 移流係数𝑎𝑎2 拡散係数𝑏𝑏1 拡散係数𝑏𝑏2 図番号 
2-1 -10-6 -10-6 10-6 10-6 
図 3.11 
図 3.12 
2-2 -10-6 -10-6 10-6 10-4 
2-3 -10-6 -10-6 10-6 10-2 
2-4 -10-6 -10-6 10-4 10-4 
2-5 -10-6 -10-6 10-4 10-2 
2-6 -10-6 -10-6 10-2 10-2 
2-7 -10-4 -10-4 10-6 10-6 
図 3.13 
図 3.14 
2-8 -10-4 -10-4 10-6 10-4 
2-9 -10-4 -10-4 10-6 10-2 
2-10 -10-4 -10-4 10-4 10-4 
2-11 -10-4 -10-4 10-4 10-2 
2-12 -10-4 -10-4 10-2 10-2 
2-13 -10-2 -10-2 10-6 10-6 
図 3.15 
2-14 -10-2 -10-2 10-6 10-4 
2-15 -10-2 -10-2 10-6 10-2 
2-16 -10-2 -10-2 10-4 10-4 
2-17 -10-2 -10-2 10-4 10-2 
2-18 -10-2 -10-2 10-2 10-2 
2-19 -10-6 -10-4 10-6 10-6 
図 3.16 
2-20 -10-6 -10-4 10-6 10-4 
2-21 -10-6 -10-4 10-6 10-2 
2-22 -10-6 -10-4 10-4 10-6 
2-23 -10-6 -10-4 10-4 10-4 
2-24 -10-6 -10-4 10-4 10-2 
2-25 -10-6 -10-4 10-2 10-6 
2-26 -10-6 -10-4 10-2 10-4 
2-27 -10-6 -10-4 10-2 10-2 
2-28 -10-6 -10-2 10-6 10-6 
図 3.17 
2-29 -10-6 -10-2 10-6 10-4 
2-30 -10-6 -10-2 10-6 10-2 
2-31 -10-6 -10-2 10-4 10-6 
2-32 -10-6 -10-2 10-4 10-4 
2-33 -10-6 -10-2 10-4 10-2 
2-34 -10-6 -10-2 10-2 10-6 
2-35 -10-6 -10-2 10-2 10-4 
2-36 -10-6 -10-2 10-2 10-2 
2-37 -10-4 -10-2 10-6 10-6 
図 3.18 
2-38 -10-4 -10-2 10-6 10-4 
2-39 -10-4 -10-2 10-6 10-2 
2-40 -10-4 -10-2 10-4 10-6 
2-41 -10-4 -10-2 10-4 10-4 
2-42 -10-4 -10-2 10-4 10-2 
2-43 -10-4 -10-2 10-2 10-6 
2-44 -10-4 -10-2 10-2 10-4 
2-45 -10-4 -10-2 10-2 10-2 
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短時間で通過することになり、その変化を推定モデルでは十分に捉えられていないと考えられる。
残差がマイナスからプラスに転じる時間、つまり残差が 0 になる時間は移流係数ごとに決まって
おり、移流係数が-10-6で 983,000秒（約 11.3日）、-10-5で 98,300秒（約 27時間）、-10-4で 9,830
秒（約 2.7時間）、-10-3で 984秒（約 16分）、-10-2で 100秒（約 1.7分）、-10-1で 10秒であった。
これらの値から、移流係数の値が 10倍ずつ増加するほど、残差が 0となる時間は約 1/10倍ずつ
減少する傾向にあることが分かった。残差が 0 になるということは、推定モデルによって算出し
た確率𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)の値の誤差がほとんどないことを意味し、その時間帯における確率の精度が最も
よいことになる。 
図 3.11、図 3.12、図 3.13、図 3.14、図 3.15、図 3.16、図 3.17、図 3.18に作業ネットワーク
における確率の残差の計算結果を示す。作業ネットワークの場合、最大で 9 種類のグラフが作成
されることになるが、同じ図に 9 種類のグラフを表示すると煩雑となり視認性が悪くなるため、
拡散係数𝑏𝑏1の値別に 3 種類の図に分解した。作業ネットワークの残差の計算には、作業パスの誤
差評価で求めた確率の値を利用した。その計算時間は移流係数の値によって異なるが、作業ネッ
トワークの残差を計算するにあたっては、作業パスの計算時間が長い方に合わせた。 
移流係数が同じ値の作業パス同士を掛け合わせたケースの場合（図 3.11、図 3.12、図 3.13、図
3.14、図 3.15）、確率の残差の最大値はプラス方向に約 15%であり、マイナス方向の最大値は約
5%であった。作業パスの場合の残差の最大値が±8%であったため、2つの作業パスから成る作業
ネットワークの場合、残差の大きさは約 2倍となった。プラス方向に約 15%ということは、推定
モデルによって計算した確率が最大で約 15%多く見積もられることを意味する。ただし、残差が
約 15%の最大値となるのは、いずれのケースも 2つの作業パスの拡散係数が 10-6である場合であ
る。一方の作業パスのみ拡散係数が 10-6である場合や、両方の拡散係数が 10-6以外である場合の
残差は 15%まで広がらず、拡散係数の値が大きくなるほど残差は小さくなる。その一方で、拡散
係数の値が大きくなると、残差が発生する時間が長くなる傾向がある。例えば、図 3.13で顕著に
見られるように、残差が 5%以上発生する時間は、拡散係数が 10-6同士の組み合わせの場合、そ
れ以外の拡散係数の組み合わせの場合と比べて短い。なお、図 3.15では、プラス方向に 20%を超
えた残差が見られるが、これは作業パスの残差でも見られたように、移流係数が-10-3 ～-10-1、拡
散係数が 10-5～10-6 という条件の作業パス同士を掛け合わせた場合に見られる。この場合、鋭角
な確率分布が急速に移動することになるため、短時間で災害対応完了位置を通過することになり、
その変化を推定モデルでは十分に捉えられていないと考えられる。 
 移流係数が異なる値の作業パスを掛け合わせたケースの場合（図 3.16、図 3.17、図 3.18）、移
流係数が小さい方の作業パスの確率の残差とほぼ同じ傾向となる。例えば、図 3.16は移流係数が
𝑎𝑎1=10-6、𝑎𝑎2=10-4の場合のグラフであるが、その中で拡散係数が𝑏𝑏1=10-6、𝑏𝑏2=10-6場合の残差の傾
向は、移流係数が小さい方の作業パス（𝑎𝑎1=10-6）の残差のグラフである図 3.5の拡散係数が𝑏𝑏1=10-6
の残差の傾向とほぼ同じである。さらに、移流係数が小さい方の作業パスに着目すると、その拡
散係数ごとの組み合わせによる差は現れにくく、特に図 3.17 と図 3.18 は、いずれも残差が重な
って同じ傾向を示した。作業パスの確率の残差とほぼ同じ傾向を示すことから、確率の残差の最
大値の傾向も同じであり、その大きさは±8%であった。 
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図 3.5 作業パスにおける確率の残差（ケース 1-1～1-6） 
（上）0～15,552,000秒（180日）の変化、（下）0～216,000秒（2.5日）部分を拡大 
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図 3.6 作業パスにおける確率の残差（ケース 1-7～1-12） 
（上）0～1,296,000秒（15日）の変化、（下）0～108,000秒（30時間）部分を拡大 
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図 3.7 作業パスにおける確率の残差（ケース 1-13～1-18） 
（上）0～180,000秒（50時間）の変化、（下）0～18,000秒（5時間）部分を拡大 
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図 3.8 作業パスにおける確率の残差（ケース 1-19～1-24） 
（上）0～7,200秒（120分）の変化、（下）0～2,400秒（40分）部分を拡大 
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図 3.9 作業パスにおける確率の残差（ケース 1-25～1-30） 
（上）0～7,200秒（120分）の変化、（下）0～360秒（6分）部分を拡大 
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図 3.10 作業パスにおける確率の残差（ケース 1-31～1-36） 
（上）0～300秒（5分）の変化、（下）0～60秒（1分）部分を拡大 
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図 3.11 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-1～2-6） 
（上）𝑏𝑏1=1. E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02  
-0.20
-0.15
-0.10
-0.05
0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
0 2,592,000 5,184,000 7,776,000 10,368,000 12,960,000 15,552,000
災
害
対
応
に
要
す
る
時
間
の
確
率
の
残
差
災害対応に要する時間（sec）
1.E-02×1.E-02
拡散係数の
組み合わせ
（ ）
-0.20
-0.15
-0.10
-0.05
0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
0 2,592,000 5,184,000 7,776,000 10,368,000 12,960,000 15,552,000
災
害
対
応
に
要
す
る
時
間
の
確
率
の
残
差
災害対応に要する時間（sec）
1.E-04×1.E-04
1.E-04×1.E-02
拡散係数の
組み合わせ
（ ）
-0.20
-0.15
-0.10
-0.05
0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
0 2,592,000 5,184,000 7,776,000 10,368,000 12,960,000 15,552,000
災
害
対
応
に
要
す
る
時
間
の
確
率
の
残
差
災害対応に要する時間（sec）
1.E-06×1.E-06
1.E-06×1.E-04
1.E-06×1.E-02
拡散係数の
組み合わせ
（ ）
 63 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.12 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-1～2-6：一部拡大） 
（上）𝑏𝑏1=1.E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02 
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図 3.13 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-7～2-12） 
（上）𝑏𝑏1=1.E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02 
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図 3.14 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-7～2-12：一部拡大） 
（上）𝑏𝑏1=1.E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02 
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図 3.15 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-13～2-18） 
（上）𝑏𝑏1=1. E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02 
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図 3.16 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-19～2-27） 
（上）𝑏𝑏1=1. E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02  
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図 3.17 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-28～2-36） 
（上）𝑏𝑏1=1. E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02 
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図 3.18 作業ネットワークにおける確率の残差（ケース 2-37～2-45） 
（上）𝑏𝑏1=1. E-06、（中）𝑏𝑏1=1.E-04、（下）𝑏𝑏1=1.E-02  
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第4章 災害対応に要する時間の推定モデルの適用性 
 第 4章では、第 3章で開発した推定モデルを国土交通省主催の訓練に適用し、その特殊解を求
める。次いで、その特殊解と訓練で計測した値を比較し誤差を測ることで、推定モデルの適用性
を明らかにする。 
 
4.1 国土交通省主催の訓練 
4.1.1 概要 
第 3 章で開発した推定モデルを利用すると、作業ネットワークを構成する災害対応に要する時
間の確率分布を求めることができる。その際、推定モデルのパラメータである処理率と手戻り率
を、作業ネットワークを構成する個々の作業パス単位で求める必要がある。そこで、作業パスに
おける災害対応に要する時間の計測結果から、作業パスの処理率と手戻り率を推定する。推定対
象としたのは、図 2.4 で示す緊急調査の作業ネットワークのうち、初動期の調査で実施する机上
解析の作業パスを抽出して作業ネットワークとした範囲である。2.3で示したように、机上解析は
「天然ダムによる湛水区域」を作成する 2 種類の作業パス、「天然ダムの決壊時期」を作成する
18種類の作業パス、「天然ダムによる氾濫範囲」を作成する 13種類の作業パスで構成される。災
害対応に要する時間を計測するにあたっては、各情報を作成する作業パスをそれぞれ 1 種類の作
業パスとして束ね、その開始時刻と終了時刻を計測することとした。なお、天然ダムによる湛水
区域を作成する作業パスを𝑚𝑚1作業パス、天然ダムの決壊時期を作成する作業パスを𝑚𝑚2作業パス、
天然ダムによる氾濫範囲を作成する作業パスを𝑚𝑚3作業パスとした。 
災害対応に要する時間を計測するためには、実際に机上解析を実施した事例が必要となる。し
かし、天然ダムに伴う緊急調査は 2011年の紀伊半島豪雨で実施したのみであり、災害対応に要す
る時間のサンプル数を十分に確保することができない。そこで本論文では、天然ダム形成時の緊
急調査を想定して、国土交通省の直轄砂防事務所で定期的に実施しているロールプレイング型防
災訓練（以下、「RP 型防災訓練」という）において計測した災害対応に要する時間を計測値とし
て利用することとした。RP型防災訓練とは、役割演技法ともいい、限りなく災害時の様子に近い
シナリオを組みながら、コントローラー（訓練を進行する人員）とプレイヤー（訓練を受ける人
員）とに分かれ、それぞれの役割を通じて、災害対応能力を高めていく訓練のことである。コン
トローラーは、訓練のシナリオを知らないプレイヤーに対して気象状況や災害状況等の条件を付
与する。プレイヤーは与えられた条件をもとに、災害対応として必要となる判断や行動を適宜実
行することで訓練を進める。直轄砂防事務所では、迅速な対応が求められる初動期の調査を中心
に RP型防災訓練を定期的に実施している。 
表 4.1は計測対象とした RP型防災訓練の計測 No.、実施年月日、実施場所、直轄砂防事務所名
を示したものである。本論文では、4 事務所で実施した計 9 回の RP 型防災訓練で時間を計測し
た。「計測 No.」は災害対応に要する時間を計測した各 RP型防災訓練に割り当てた固有の番号で
あり、以後各計測値を指す場合にはこの番号を使用する。「実施年月日」は RP型防災訓練を実施
した年月日であり、2010年～2012年の約 3年間に実施した RP型防災訓練を対象とした。「実施
会場」は RP型防災訓練を実施した会場であり、体育館や会議室、多目的ホールが挙げられる。「直 
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表 4.1 作業時間の計測対象とした RP型防災訓練 
計測 No. 実施年月日 実施会場 直轄砂防事務所名 
1 2010年 2月 9日 会議室 関東地方整備局 日光砂防事務所 
2 2010年 2月 19日 会議室 近畿地方整備局 六甲砂防事務所 
3 2011年 2月 2日 会議室 関東地方整備局 日光砂防事務所 
4 2011年 2月 15日 多目的ホール 北陸地方整備局 松本砂防事務所 
5 2010年 6月 26日 多目的ホール 中部地方整備局 多治見砂防国道事務所 
6 2011年 11月 15日 体育館 東北地方整備局 新庄河川事務所 
7 2012年 1月 20日 多目的ホール 北陸地方整備局 松本砂防事務所 
8 2011年 10月 15日 体育館 中部地方整備局 多治見砂防国道事務所 
9 2012年 11月 6日 体育館 東北地方整備局 新庄河川事務所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 RP型防災訓練での机上解析の様子（計測 No.6） 
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轄砂防事務所名」は RP 型防災訓練を開催した国土交通省の直轄砂防事務所名を示す。コントロ
ーラーとなる事務局とプレイヤーとなる関係機関は、実施会場に集まって RP 型防災訓練を実施
した。プレイヤーは、直轄砂防事務所、国土交通省地方整備局、都道府県、市町村、警察、消防、
自衛隊、報道機関から派遣された職員である。なお、PR型防災訓練ごとに参加機関は異なった。
実施会場では、プレイヤーとなる参加機関ごとにテーブルと椅子が配置されており、作業は原則
として各参加機関に割り当てられたテーブル上で実施した。各テーブルには、パソコンや電話の
他、各プレイヤーが持参した防災業務計画や訓練対象地域の図面等の必要書類が置かれた。他の
参加機関と連絡を取り合う手段はパソコンを利用した電子メール、電話、FAX の 3 種類である。
FAXは FAX機を利用するのではなく、FAX用紙に伝達内容を記載した後、その用紙を事務局の
FAX伝達係が手動で伝達先の機関に届ける方法とした。 
図 4.1 は RP 型防災訓練で実施した机上解析の状況を撮影した写真である。初動期の調査にお
ける机上解析は、図 2.4で示したとおり、現地調査で取得する N8～N14の情報を利用して実施す
るものである。しかし、RP型防災訓練では実施会場と実施時間の都合上、現地調査を実施しなか
った。そこで、プレイヤーはコントローラーから N8～N14の情報をメール、電話、FAXのいず
れかの方法で付与条件として与えられることで机上解析を実施した。収集できた 9 回の RP 型防
災訓練では、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスをほぼ同時に行っているが、それぞれの訓練に参加したプ
レイヤーは別人であった。また、それぞれ作業を行った人員は 1名であった。 
表 4.2は各 RP型防災訓練で想定した天然ダムの条件である。RG型防災訓練は天然ダムが事務
所管内に形成されたと想定して実施された。「高さ」「長さ」「幅」は、想定した天然ダムの高さ、
長さ、幅である。長さは河川流下方向の天然ダムの距離、幅は河川と横切る方向の天然ダムの距
離を意味する。「湛水面積」「湛水量」は天然ダムによって想定される上流側の湛水域の湛水面積
と湛水量である。例えば、計測 No.3（2011 年：日光砂防事務所）の場合、日光砂防事務所管内
の稲荷川上流において、豪雨後の地震により山腹が崩壊し稲荷川を堰き止め、高さ約 46m、長さ
420m、幅 173mの天然ダムが形成されたと想定した。天然ダムの形成直後から湛水が始まり、そ
の湛水量は約 91 万㎥と見積もられ、決壊の危険性が高まったという状況が付与された上で、RP
型防災訓練を実施した。なお、どの RP型防災訓練でも天然ダムの形成箇所数は 1箇所である。 
図 4.2～図 4.10は各 RP型防災訓練で想定した天然ダムの形成箇所を地理院地図上に示したも
のである。中心の［＋］印が天然ダムの想定形成箇所であり、赤矢印は上流側を意味する。従っ
て、［＋］印から赤矢印の方向に天然ダムの湛水区域が形成されたと想定した。 
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表 4.2 各 RP型防災訓練で想定した天然ダムの条件 
計測 No. 高さ 長さ 幅 湛水面積 湛水量 
1 40m 500m 190m 291,094㎡ 2,938,000㎥ 
2 40m 300m 250m 44,330㎡ 696,000㎥ 
3 46m 420m 173m 89,200㎡ 915,000㎥ 
4 28m 370m 350m 1,590,000㎡ 14,800,000㎥ 
5 50m 200m 200m 14,500㎡ 770,000㎥ 
6 60m 360m 300m 1,513,000㎡ 30,268,300㎥ 
7 40m 400m 230m 110,100㎡ 1,390,000㎥ 
8 40m 470m 207m 149,910㎡ 2,211,202㎥ 
9 45m 520m 320m 1,126,000㎡ 11,000,000㎥ 
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図 4.2 計測 No.1の天然ダム想定形成箇所（栃木県日光市鬼怒川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3 計測 No.2の天然ダム想定形成箇所（兵庫県神戸市灘区有野川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4 計測 No.3の天然ダム想定形成箇所（栃木県日光市稲荷川） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
0 500m 
0 500m 
0 500m 
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図 4.5 計測 No.4の天然ダム想定形成箇所（長野県生坂村犀川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 計測 No.5の天然ダム想定形成箇所（岐阜県恵那市小里川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.7 計測 No.6の天然ダム想定形成箇所（山形県真室川町中田春木川） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
0 500m 
0 500m 
0 500m 
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図 4.8 計測 No.7の天然ダム想定形成箇所（長野県白馬村平川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.9 計測 No.8の天然ダム想定形成箇所（長野県上松町小川） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.10 計測 No.9の天然ダム想定形成箇所（山形県西川町寒河江川） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
出典：地理院地図（国土
地理院のウェブサイト） 
0 500m 
0 500m 
0 500m 
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 図 4.11 と図 4.12 は、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスの開始時刻と終了時刻を計測した時点を示す。
開始時刻はノードで示した作業を開始する時点であるため、当該ノードに接続するアークの終点
を開始時刻の計測時点とした。一方、終了時刻は作業が完了する時点であるため、当該ノードか
ら接続するアークの始点を終了時刻の計測時点とした。天然ダムによる湛水区域を作成する作業
は 2 種類の作業パスによって構成されるが、それらを束ねて 1 つの𝑚𝑚1作業パスとした。同様に、
天然ダムの決壊時期を作成する作業は 18 種類の作業パスで構成されるが、それらを束ねて𝑚𝑚2作
業パスとした。なお、天然ダムによる氾濫範囲を作成する作業も防災訓練の対象となっていたが、
作業開始まで未到達もしくは作業を開始しても時間内に作業が未完了の状況で、計測時間の十分
なサンプル数を確保できなかったため、今回は推定モデルの適用対象外とした。𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2
作業パスの開始時刻は、どちらも現地調査結果がコントローラーから付与条件として与えられた
時点とした。𝑚𝑚1作業パスの場合はN15, N16のノード、𝑚𝑚2作業パスの場合はN15, N16, N18, N22, 
N25のいずれかが開始ノードとなるが、その中で付与条件として最も早く与えられて開始した作
業とした。終了時刻は、「天然ダムによる湛水区域」と「天然ダムの決壊時期」を机上解析によっ
て求め、それぞれの内容を土砂災害緊急情報第 1号の別紙として作成した時点とした。 
図 4.13は記録係が作業時刻を計測している様子を示したものである。記録係は事務局の人員で
あり、各テーブル単位で配置され、プレイヤーの行動を傍で観察し、作業の開始時刻および終了
時刻を逐次記録する役割を持つ。時刻を確認する際は、記録係が所持している時計を利用した。
なお、時刻は 5分単位で記録した。 
 
4.1.2 災害対応に要する時間の計測結果 
 表 4.3 は𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスのそれぞれを開始した時刻と終了した時刻の計測結果を示
したものである。𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスの開始時刻は、現地調査結果がコントローラーから付
与条件として与えられた時点であり、どちらも同じ時刻となる。No1, 2, 3, 5, 7, 8では記録係が
N38 の作業の終了時刻を記録したため、同じ時刻となった。N38 は𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスで
作成した土砂災害緊急情報第 1 号の別紙を束ねるだけの作業で、作業に要する時間は短い。その
ため、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスの終了時刻とみなした。 
 表 4.4は、表 4.3の計測結果から推定した𝑚𝑚1作業パス、𝑚𝑚2作業パス、作業ネットワークに要し
た時間である。作業ネットワークとは、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスによって構成される作業ネット
ワークを指す。𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスに要した時間は、終了時刻から開始時刻を引いた時間を
割り当てた。作業ネットワークに要した時間は、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスに要した時間のうち、
長いの方の時間を採用した。なお、今回の防災訓練では、机上解析の作業者が全て 1名であり、2
つの作業パスを交互に実施したため、上記の方法で算出した𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスに要した時
間には、重複時間が含まれることになる。ただし、作業者が 1 名の場合には重複時間を含めた時
間を計測すべきであるため、この点は問題とならない。仮に𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスのみに要し
た正味時間を抽出した場合、推定モデルによって推定できるのは、2 つの作業パスを 2 名で同時
に実施した場合に要する時間となる。従って、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスを別々の作業者が並列で
進めた場合の時間を推定した場合には、各作業パスの正味時間を抽出するべきであるが、今回は
1名であるため、重複時間を含めた時間とした。 
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図 4.11  𝑚𝑚1作業パスの開始時刻と終了時刻の計測タイミング 
 
 
  
N7 N8 N15 N32 N38 N39 
N7 N9 N16 N32 N38 N39 
開始時刻 終了時刻 
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図 4.12  𝑚𝑚2作業パスの開始時刻と終了時刻の計測タイミング 
 
  
N7 N8 N32 N20 N21 N36 N38 N39 
N7 N8 N15 N32 N20 N21 N36 N38 N39 N24 
N7 N8 N15 N32 N20 N26 N36 N38 N39 N24 
N7 N8 N18 N19 N20 N21 N36 N38 N39 
N7 N9 N16 N32 N20 N21 N36 N38 N39 
N7 N9 N16 N32 N20 N21 N36 N38 N39 N24 
N7 N9 N16 N32 N20 N26 N36 N38 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N20 N21 N38 N36 N39 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N20 N21 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N20 N26 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N23 N21 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N18 N19 N23 N26 N38 N36 N39 N24 
N7 N9 N16 N17 N22 N23 N24 N21 N38 N36 N39 
N7 N9 N16 N17 N22 N23 N24 N26 N38 N36 N39 
N7 N10 N22 N23 N24 N21 N36 N38 N39 
N7 N10 N22 N23 N24 N26 N36 N38 N39 
N7 N11 N25 N26 N36 N38 N39 
N7 N12 N25 N26 N36 N38 N39 
開始時刻 終了時刻 
N15 
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図 4.13 記録係が作業の開始時刻および終了時刻を記録する様子 
 
 
  
記録係 
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表 4.3 災害対応に要する時間の計測結果 
計測 
No. 
𝑚𝑚1作業パス 𝑚𝑚2作業パス 
開始時刻 終了時刻 開始時刻 終了時刻 
1 9:50 11:20 9:50 11:20 
2 13:30 14:30 13:30 14:30 
3 11:00 12:20 11:00 12:20 
4 10:10 11:50 10:10 10:59 
5 10:15 11:25 10:15 11:25 
6 10:50 11:40 10:50 12:00 
7 10:50 12:50 10:50 12:50 
8 11:00 12:10 11:00 12:10 
9 10:35 11:20 10:35 11:40 
 
表 4.4 開始から終了までの時間の推定結果 
計測 
No. 
計測時間（秒） 
𝑚𝑚1作業パス 𝑚𝑚2作業パス 
作業 
ネットワーク 
1 5,400 5,400 5,400 
2 3,600 3,600 3,600 
3 4,800 4,800 4,800 
4 6,000 2,940 6,000 
5 4,200 4,200 4,200 
6 3,000 4,200 4,200 
7 7,200 7,200 7,200 
8 4,200 4,200 4,200 
9 2,700 3,700 3,700 
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4.2 推定モデルの特殊解 
4.2.1 移流係数と拡散係数の推定 
𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスの処理率と手戻り率を推定するためには、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パス
のぞれぞれで、災害対応に要する時間の推定モデルを構築する必要がある。式(3.72)の推定モデル
は、移流係数𝑎𝑎𝑘𝑘と拡散係数𝑏𝑏𝑘𝑘によって変化する。その組み合わせは、計測値から求めた確率分布
に最も近い値を示す𝑎𝑎𝑘𝑘と𝑏𝑏𝑘𝑘が最適であると考えることができる。そこで、計測値を再現できる𝑎𝑎𝑘𝑘と
𝑏𝑏𝑘𝑘の最適解を求めた。具体的には、𝑎𝑎𝑘𝑘と𝑏𝑏𝑘𝑘を 1×10-8の刻みでそれぞれ変化させて、式(3.72)の推
定モデルによる確率の計算値を算出した。さらに、その計算値と RP 型防災訓練での計測結果か
ら求めた確率の計測値との残差二乗和を算出し、その値が最小となる場合の𝑎𝑎𝑘𝑘と𝑏𝑏𝑘𝑘を求めた。残
差二乗和の計算式を以下に示す。 
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = ��𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇) − 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)�2𝑛𝑛
𝑖𝑖=1
 ⋯⋯⋯ (4.1)  
ここで、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 は残差二乗和、𝑛𝑛は計測値数の 9、𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇)は計測時間𝑇𝑇で災害対応に要する
時間の確率の計測値、𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)は推定モデルによって計算した災害対応に要する時間の確率を計
測時間𝑇𝑇ごとに求めた結果を意味する。 
表 4.4 および表 4.5 に𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスに関する災害対応に要する時間の確率の計測値
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇)を示す。これは作業パスごとに計測時間を昇順に並べ、小さい値からの累積件数を
全件数で割った値を、その計測時間までに災害対応に要する時間の確率としたものである。従っ
て、最も長い計測時間の確率は 1.0 となる。また、同じ計測時間のデータは重複分を削除し、値
が大きい方の確率を採用した。 
   
 83 
表 4.5 𝑚𝑚1作業パスにおける災害対応に要する時間の確率の計測値 
（左：元データ、右：重複分を削除） 
計測 No. 計測時間𝑇𝑇（秒） 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇)  計測時間𝑇𝑇（秒） 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇) 
9 2,700 0.111  2,700 0.111 
6 3,000 0.222  3,000 0.222 
2 3,600 0.333  3,600 0.333 
5 4,200 0.444  4,200 0.556 
8 4,200 0.556  4,800 0.667 
3 4,800 0.667  5,400 0.778 
1 5,400 0.778  6,000 0.889 
4 6,000 0.889  7,200 1.000 
7 7,200 1.000    
 
表 4.6  𝑚𝑚2作業パスにおける災害対応に要する時間の確率の計測値 
（左：元データ、右：重複分を削除） 
計測 No. 計測時間𝑇𝑇（秒） 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇)  計測時間𝑇𝑇（秒） 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇) 
4 2,940 0.111  2,940 0.111 
2 3,600 0.222  3,600 0.222 
9 3,700 0.333  3,700 0.333 
5 4,200 0.444  4,200 0.667 
6 4,200 0.556  4,800 0.778 
8 4,200 0.667  5,400 0.889 
3 4,800 0.778  7,200 1.000 
1 5,400 0.889    
7 7,200 1.000    
 
表 4.7  𝑚𝑚1作業パスおよび𝑚𝑚2作業パスの移流係数と拡散係数 
作業パス名 移流係数𝑎𝑎𝑘𝑘 拡散係数𝑏𝑏𝑘𝑘 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 
𝑚𝑚1作業パス -0.00024610 0.00000734 0.0052 
𝑚𝑚2作業パス -0.00000734 0.00000203 0.0206 
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 表 4.6は𝑚𝑚1作業パスおよび𝑚𝑚2作業パスにおける移流係数𝑎𝑎𝑘𝑘と拡散係数𝑏𝑏𝑘𝑘の算出結果と、残差二
乗和𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅の値である。 
これらの値をもとにすると、各作業パスの推定モデルは以下のように表すことができる。 
＜𝑚𝑚1作業パス＞ 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑚𝑚1(𝑇𝑇) ≈
⎩
⎪
⎨
⎪
⎧12 �1 −�1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024610∙𝑑𝑑)20.00000734∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �   (0.00024610 ∙ 𝑇𝑇 − 1 < 0)12 �1 + �1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024610∙𝑑𝑑)20.00000734∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �   (0 ≤ 0.00024610 ∙ 𝑇𝑇 − 1)⋯⋯⋯ (4.2)  
＜𝑚𝑚2作業パス＞ 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑚𝑚2(𝑇𝑇) ≈
⎩
⎪
⎨
⎪
⎧12 �1 −�1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024870∙𝑑𝑑)20.00000203∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �   (0.00024870 ∙ 𝑇𝑇 − 1 < 0)12 �1 + �1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024870∙𝑑𝑑)20.00000203∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �   (0 ≤ 0.00024870 ∙ 𝑇𝑇 − 1)⋯⋯⋯ (4.3)  
 図 4.14 および図 4.15 は、各作業パスについて災害対応に要する時間の確率の計測値および計
算値の時間変化を示したものである。推定モデルによる災害対応に要する時間の確率の計算値
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)は 2秒単位で計算した。 
推定モデルによる災害対応に要する時間の確率の計算値は、𝑚𝑚1作業パスでは約 8,288 秒（138
分）、𝑚𝑚2作業パスでは約 5,872秒（97分）で 0.99となった。計測値と計算値を比較すると、𝑚𝑚1作
業パスでは計測値がほぼ計算値のグラフ上に位置し、推定モデルによって災害対応に要する時間
を求めることができることを裏付ける結果となった。𝑚𝑚2作業パスについても、計測値と計算値が
ほぼ一致している状況が見られた一方で、災害対応に要する時間が 4,800～5,400秒付近で計測値
と計算値が乖離する結果となった。これは、計測値の母集団の数が 9 件と少ないことが原因であ
る可能性がある。 
 
4.2.2 処理率と手戻り率の推定 
 次に𝑚𝑚1作業パスの処理率𝜇𝜇1と手戻り率𝜆𝜆1、𝑚𝑚2作業パスの処理率𝜇𝜇2と手戻り率𝜆𝜆2を推定した。𝜇𝜇𝑘𝑘
と𝜆𝜆𝑘𝑘を推定するために、はじめにΔ𝑚𝑚𝑘𝑘の条件を示す。𝜇𝜇𝑘𝑘と𝜆𝜆𝑘𝑘は式(3.25)および式(3.26)の連立方程
式を解くと、 
𝜆𝜆𝑘𝑘 = 12� 𝑎𝑎𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 + 2𝑏𝑏𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2�⋯⋯⋯ (4.4) 
𝜇𝜇𝑘𝑘 = 12�− 𝑎𝑎𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 + 2𝑏𝑏𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2�⋯⋯⋯ (4.5) 
であり、作業の処理が進むためには、処理率𝜇𝜇𝑚𝑚𝑘𝑘が手戻り率𝜆𝜆𝑚𝑚𝑘𝑘よりも大きい必要があるとともに、
𝜇𝜇𝑘𝑘と𝜆𝜆𝑘𝑘を足した値は 0以上 1以下であるため、 0 ≤ 𝜆𝜆𝑘𝑘 ≤ 𝜇𝜇𝑘𝑘 ≤ 1⋯⋯⋯ (4.6) 0 ≤ 1 − 𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘 ≤ 1⋯⋯⋯ (4.7) 
の条件を満たさなければならない。はじめに式(4.6)の条件を整理すると、Δ𝑚𝑚𝑘𝑘は以下の 3 つの連
立方程式を満たす必要がある。 
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図 4.14 災害対応に要する時間の確率（𝑚𝑚1作業パス） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.15 災害対応に要する時間の確率（𝑚𝑚2作業パス） 
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⎩
⎪⎪
⎨
⎪⎪
⎧0 ≤ 12� 𝑎𝑎𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 + 2𝑏𝑏𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2� ≤ 10 ≤ 12�− 𝑎𝑎𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 + 2𝑏𝑏𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2� ≤ 112� 𝑎𝑎𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 + 2𝑏𝑏𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2� ≤ 12�− 𝑎𝑎𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 + 2𝑏𝑏𝑘𝑘Δ𝑚𝑚𝑘𝑘2�
⋯⋯⋯ (4.8) 
式(4.8)の一つ目の不等号式を整理すると、以下の 2つの条件が得られる。 
Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ≤ −
2𝑏𝑏𝑘𝑘
𝑎𝑎𝑘𝑘
    (𝑎𝑎𝑘𝑘 < 0)⋯⋯⋯ (4.9) 
Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ≤
𝑎𝑎𝑘𝑘 − �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏𝑘𝑘4 ,𝑎𝑎𝑘𝑘 + �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏𝑘𝑘4 ≤ Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (4.10) 
ここで、Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 > 0 かつ𝑎𝑎𝑚𝑚𝑘𝑘 < 0 であるため式(4.9)と式(4.10)は 
𝑎𝑎𝑘𝑘 + �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏𝑘𝑘4 ≤ Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ≤ − 2𝑏𝑏𝑘𝑘𝑎𝑎𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (4.11) 
という条件にまとめることができる。二つ目の不等号式は、𝑎𝑎𝑚𝑚𝑘𝑘 < 0, 𝑏𝑏𝑚𝑚𝑘𝑘 > 0 かつΔ𝑚𝑚𝑘𝑘 > 0 であ
ることを考慮すると、 
−𝑎𝑎𝑘𝑘 + �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏𝑘𝑘4 ≤ Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (4.12) 
という条件となる。以上より、式(4.6)の条件を満たすために、Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 は 
−𝑎𝑎𝑘𝑘 + �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏𝑘𝑘4 ≤ Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ≤ − 2𝑏𝑏𝑘𝑘𝑎𝑎𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (4.13) 
を満たさなければならない。次に、式(4.7)の条件を整理すると、𝜇𝜇𝑘𝑘 と𝜆𝜆𝑘𝑘は以下の 2つの連立方程
式を満たす必要がある。 
�
0 ≤ 1 − 𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘1 − 𝜆𝜆𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑘𝑘 ≤ 1⋯⋯⋯ (4.14) 
 式(4.14)の一つ目の不等号式を整理すると、Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 > 0 であることから、 
�2𝑏𝑏𝑘𝑘 ≤ Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (4.15) 
となる。また、式(4.6)を踏まえると、一つ目の不等号式は必ず成立する。以上より、式(4.6)と式
(4.7)の条件を満たすためには、 
𝑀𝑀𝑎𝑎𝑒𝑒 �
−𝑎𝑎𝑘𝑘 + �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏4 ,�2𝑏𝑏𝑘𝑘� ≤ Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 ≤ − 2𝑏𝑏𝑘𝑘𝑎𝑎𝑘𝑘 ⋯⋯⋯ (4.16) 
でなければならない。なお、コルモゴロフの前進方程式を移流拡散方程式に近似するにあたり、Δ𝑇𝑇 
とΔ𝑚𝑚𝑘𝑘 は微小な値としたため、Δ𝑚𝑚𝑘𝑘は取り得る範囲のうち最も小さい値を採用するべきである。
従って、 
Δ𝑚𝑚𝑘𝑘 = 𝑀𝑀𝑎𝑎𝑒𝑒 �−𝑎𝑎𝑘𝑘 + �𝑎𝑎𝑘𝑘2 + 16𝑏𝑏𝑘𝑘4 ,�2𝑏𝑏𝑘𝑘�⋯⋯⋯ (4.17) 
となる。ここで、𝑚𝑚1作業パスと𝑚𝑚2作業パスの移流係数𝑎𝑎𝑘𝑘と拡散係数𝑏𝑏𝑘𝑘の値を式(4.17)に代入する
と、𝑚𝑚1作業パスのΔ𝑚𝑚1は 0.0038、𝑚𝑚2作業パスのΔ𝑚𝑚2は 0.0020と求めることができる。これらの
値を式(4.4)および式(4.5)に代入すると、処理率𝜇𝜇𝑘𝑘と手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘を求めることができる。まず𝑚𝑚1作
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業パスの処理率𝜇𝜇1は 0.5321、手戻り率𝜆𝜆1は 0.4679、𝑚𝑚2作業パスの処理率𝜇𝜇2は 0.5617、手戻り率
𝜆𝜆2は 0.4383と算出できる。 
 以上の計算結果を整理すると、「天然ダムによる湛水区域の推定」に関する𝑚𝑚1作業パスは、Δ𝑚𝑚1 =0.0038 の条件で𝜇𝜇1 = 0.5321、𝜆𝜆1 = 0.4679であり、「天然ダムの決壊時期の推定」に関する𝑚𝑚2作
業パスは、Δ𝑚𝑚2 = 0.0020 の条件で𝜇𝜇2 = 0.5617、𝜆𝜆2 = 0.4383であることが分かった。本論文では
「天然ダムによる湛水区域の推定」と「天然ダムの決壊時期の推定」という 2 つの作業パスを対
象にしたが、他の作業パスについても同様の手順で処理率𝜇𝜇𝑘𝑘と手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘を求めることができる。 
 
4.3 適用性の考察 
 表 4.7 は、表 4.3 で示した作業ネットワークの災害対応に要する時間の計測結果から、災害対
応に要する時間の確率の計測値𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇)を算出したものである。𝑚𝑚1作業パスおよび𝑚𝑚2作業パ
スと同様、計測時間を昇順に並べ、小さい値からの累積件数を全件数で割った値を、その計測時
間までに災害対応に要する時間の確率としたものであり、計測時間の元データと重複分を削除し
たデータの両方を示す。 
 作業ネットワークの推定モデルは、式(3.72)で示したとおり、作業ネットワークを構成する作業
パスの推定モデル同士をかけ合わせればよい。従って、𝑚𝑚1作業パスおよび𝑚𝑚2作業パスで構成され
る作業ネットワークの推定モデルは、以下の 4つの式で表すことができる。 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇) ≈ �12 �1 + �1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024610∙𝑑𝑑)20.00000734∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� ∙ �12 �1 + �1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024870∙𝑑𝑑)20.00000203∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� (0 ≤ 1 − 0.00024610 ∙ 𝑇𝑇, 0 ≤ 1 − 0.00024870 ∙ 𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (4.18) 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇) ≈ �12 �1 + �1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024610∙𝑑𝑑)20.00000734∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� ∙ �12 �1 −�1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024870∙𝑑𝑑)20.00000203∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� (0 ≤ 1 − 0.00024610 ∙ 𝑇𝑇, 0.00024870 ∙ 𝑇𝑇 − 1 < 0)⋯⋯⋯ (4.19) 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇) ≈ �12 �1 −�1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024610∙𝑑𝑑)20.00000734∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� ∙ �12 �1 + �1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024870∙𝑑𝑑)20.00000203∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� (0.00024610 ∙ 𝑇𝑇 − 1 < 0,0 ≤ 1 − 0.00024870 ∙ 𝑇𝑇)⋯⋯⋯ (4.20) 
𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇) ≈ �12 �1 −�1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024610∙𝑑𝑑)20.00000734∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� ∙ �12 �1 −�1 − 𝑒𝑒−(1−0.00024870∙𝑑𝑑)20.00000203∙𝜋𝜋𝑑𝑑 �� (0.00024610 ∙ 𝑇𝑇 − 1 < 0,0.00024870 ∙ 𝑇𝑇 − 1 < 0)⋯⋯⋯ (4.21) 
 図 4.16 は作業ネットワークについて災害対応に要する時間の確率の計測値および計算値の時
間変化を示したものである。推定モデルによる災害対応に要する時間の確率の計算値𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)は
2秒単位で計算した。計測値と計算値を比較したところ、災害対応に要する時間の確率が 0.2～0.6
の時間において、計測値と計算値が若干乖離し、それ以外の確率の時間はほぼ一致した結果とな
った。計測値と計算値が最も乖離したのは 4,200秒であり、計測値の確率が 0.56であるのに対し
て、計算値は 0.32であり、0.24の差が見られた。計測値と計算値の残差二乗和は 0.0345である
ものの、計算値は計測値をおおむね再現できたと考えられる。 
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表 4.8  作業ネットワークにおける災害対応に要する時間の確率の計測値 
（左：元データ、右：重複分を削除） 
計測 No. 計測時間𝑇𝑇（秒） 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇)  計測時間𝑇𝑇（秒） 𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐.𝑀𝑀𝑖𝑖(𝑇𝑇) 
2 3,600 0.111  3,600 0.111 
9 3,700 0.222  3,700 0.333 
5 4,200 0.333  4,200 0.556 
6 4,200 0.444  4,800 0.667 
8 4,200 0.556  5,400 0.778 
3 4,800 0.667  6,000 0.889 
1 5,400 0.778  7,200 1.000 
4 6,000 0.889    
7 7,200 1.000    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.16 災害対応に要する時間の確率（作業ネットワーク） 
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第5章 処理率と手戻り率の適用範囲に関する考察 
第 5 章では、推定モデルの任意定数である移流係数と拡散係数、つまり処理率と手戻り率を一
定として扱える条件を明らかにする。その際、疲労と作業を継続する時間の 2 つの指標に着目す
る。 
 
5.1 処理率と手戻り率に影響を及ぼす要因 
第 3章で示したとおり、処理率𝜇𝜇𝑘𝑘と手戻り率𝜆𝜆𝑘𝑘は時刻𝑇𝑇と独立と仮定した。また、式(3.24)で示
したように、処理率と手戻り率によって構成される移流係数𝑎𝑎𝑘𝑘と拡散係数𝑏𝑏𝑘𝑘も定数となる。しか
し、人は長時間作業や高難度作業となるほど、精神的および肉体的に疲労が蓄積するため（Bills, 
1937）、それが処理率や手戻り率にも影響すると考えられる。疲労の影響を述べるにあたり、は
じめに疲労という言葉について定義する。疲労は「精神的あるいは身体的な、または局所あるい
は全身に対する過度の作業負担によって現れる状態で、休息すれば完全に回復できるもの」と定
義される（国際標準化機構, 1981）。ここで言う作業負担とは「作業負荷によって作業者の内部
で起きている心身の状態の変化（内的反応）」で、作業者の身体寸法、年齢、能力など個人的な
特徴によってその程度は異なるとされている。また、作業負荷とは「作業者の生理的・心理的な
状態に影響を与える外的要因」と定義される。つまり、疲労とは外的要因である作業負荷が作業
者に与えられ、その結果として作業負担が作業者の内的反応として表れ、その強さと継続時間に
よって一時的に心身機能が減退している状態であり、休息によって回復するものと考えることが
できる。 
ここで疲労の生理的なメカニズムを説明する。疲労は神経・内分泌・免疫系相関の不調という
ホメオスタシスの低下現象である（大村・渡辺, 2009）。生体は、寒冷や飢えといった身体的スト
レス刺激や不安といった心理的ストレスを受けると、時間的に警告反応期、抵抗期、疲弊期に応
じた反応を示す（嶋津ら, 2001）。嶋津ら（2001）によると、警告反応期は数分から数時間ぐらい
継続する。その間、ストレスへの抵抗性は一旦低下するものの、ホメオスタシスの維持機構によ
り、徐々に高まる。警告反応期の後に抵抗期がくる。この間、抵抗性は高いまま維持する。スト
レスがさらに長時間続くと、疲弊期に入る。疲弊期では、ストレスへの適応のためのエネルギー
が消耗され、適応能力を発揮できなくなる。そのため、抵抗性は低下していく。このようにして、
生体は疲労の状態になっていくと考えられる。 
 人間が疲労状態になると、ブロードマンの脳地図（甘利, 2000）のうち、新規学習・計画・意
欲をつかさどるブロードマン 9/46野と集中力と注意力をつかさどるブロードマン 24野は活動を
低下させる（渡辺, 2003）。そのため、人間は意欲と集中力を失うため、作業を処理するのに時間
を要するようになると考えられる。つまり、処理率が低下する。また、人間は注意力を失うため、
作業を誤るようになると考えられる。つまり、手戻り率が増加する。 
作業能率と継続時間との関係について既往研究を見ると、例えば、長時間の作業に伴い疲労状
態となると、刺激に対する反応時間の遅延や思考力・集中力の低下が見られ、また動作が緩慢と
なり行動力も低下することが分かっている（倉垣ら, 1999）。特に長時間の作業や難易度の高い作
業など作業負荷が高いと、疲労の程度も高くなるため、作業のパフォーマンスを低下させ
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（Wesenstenら, 2004、Bills, 1937）、それは肉体作業のみならず精神作業においても遂行する作
業量に経時的な低落が観察されたことが報告された（小木ら, 1976）。このことは実験的にも再現
されており、ATMT（Advanced Trail Making Test：視覚探索反応課題）によって、作業の反応
速度だけでなく、時間経過に伴い作業のエラー数が増加し、作業の正確性が低下する報告がある
（水野, 2009）。つまり、疲労は作業能率を低下させる原因となる。作業能率が低下すると、間違
いも多くなり、その分作業に手戻りが発生する率も多くなる。従って、災害対応に要する時間が
長くなるほど、処理率と手戻り率も変化するため、本論文で開発した推定モデルの適用が困難に
なると考えられる。実際、本論文で開発した推定モデルと似た研究事例では、疲労の影響を考慮
したモデルを開発している。目黒・石原（2001）は、地震発生時の適切な人材運用法を検討する
ために、人員の疲労の影響によって、業務処理能率が業務継続時間とともに変化する業務処理モ
デルを開発した。作業の種類を、主に筋力を必要とする作業（肉体作業）、全力を集中させて行う
精神作業、比較的軽い作業の 3 種類に分類した上で、作業ごとに継続時間とともに業務処理能率
が変化する能率カーブを提案した。この能率カーブでは、精神作業は作業開始から低下傾向にあ
る一方で、比較的軽い作業の場合、約 8 時間はほぼ一定であるが、その後緩やかに低下している
傾向が示されており、疲労の影響で業務処理能率が時間とともに変化する。 
 概日リズム（サーカディアンリズム）は、作業を継続する時間とともに、疲労状態をもたらし、
作業能率を低下させる要因となる。概日リズムとは、1日 24時間の周期で示す生物の周期性のこ
とを指す（富岡ら, 2010）。概日リズムを示す生理現象としては、摂食や体温のパターンが挙げ
られるが、作業能率と関係しているのは覚醒と睡眠のリズムである。1 日の中には、覚醒して活
動に適した時間帯と、睡眠によって休息すべき時間帯が存在し、休息すべき時間帯に活動すると、
その作業能率が低下する報告がある。Dawsonら（1997）は被験者に長時間の作業を課し、真夜
中から明け方にかけての時間帯には人間の作業能率が極端に低下し、酒気帯び状態で同じ作業を
させた場合よりも劣ることを明らかにした。図 5.3は Dawsonら（1997）の実験結果を示したも
のである。作業の経過時間が 14時間を過ぎて、時刻が午前 0時を過ぎたあたりから作業成績が落
ち、午前 7 時には作業開始時点と比較して、作業成績が 8%低下した。作業成績が低下した原因
は、長時間作業の影響もあるが、24 時間経過後の午前 9 時以降は作業成績が上昇したことから、
概日リズムの影響が指摘されている。同様に、Van Dongen and Dinges（2005）は、概日リズム
と作業能率（パフォーマンス）の関係について研究し、作業能率は夕方がピークで早朝が最低、
また睡眠傾向はその逆となり、早朝がピークで夕方が最低となることを明らかにした。また、橋
本（1981）は鉄道や高速道路での居眠り運転事故が早朝に起こりやすいことを国内で初めて報告
した。これらの研究成果より、人は作業する時間帯によって作業に間違いが発生しやすくなり、
手戻りする率も高くなることが分かる。従って、人は作業する時刻によって処理率と手戻り率が
変化すると考えられる。 
作業を継続する時間や時刻の他に、作業の環境要因も疲労状態に影響する。環境要因とは、作
業場所の周辺環境のことを意味し、温度、照度、騒音、湿度などの影響が挙げられ、それぞれに
ついて作業能率が一定として扱える環境条件について整理する必要がある。例えば環境要因のう
ち温度に着目すると、22～24℃の気温のときが作業による疲労の影響が最も小さい一方で（清水, 
1957、佐藤, 1956）、33℃条件において最も疲労が生じる結果が得られたとの報告がある（西原・
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田辺, 2003）。また、作業成績が最大となる温度を 22℃とし、21～-22℃に至るまでは作業能率が
向上し、23～24℃を超える環境では作業能率が低下するモデルも存在する（Seppanen, et al., 
2006）。これらの既往研究から判断すると、22～24℃の範囲では作業能率が一定として扱える可
能性が高いが、それ以上になると作業能率が低下し、作業の間違いによる手戻りも発生する可能
性が高く、33℃という高温下では 22～24℃の場合と同じ条件として扱うことが困難である傾向が
分かる。その一方で、室内の温熱環境要素が作業能率に与える影響については、未だに決定的な
知見が得られていないとの報告もある（Lorsh and Abdou, 1994、Heath and Mendell, 2002）。
また、モチベーションの高い作業者にとって、温度が作業成績に与える影響は小さいという研究
結果もあるため（Mcintyre, 1980）、それら既往の知見を踏まえて、処理率と手戻り率が一定とし
て扱える温度の範囲について整理する必要がある。温度以外の照度、騒音、湿度等の環境要因に
ついても、条件別の疲労状態と作業能率の関係を調査した既往研究が存在する。 
ただし、本論文で開発した推定モデルは、事務所の災害対策室等で実施する室内作業での災害
対応を対象としている。停電などの影響で照明や空調器を利用できず、室内の温度や照度が変化
する状態でない限り、環境要因が大きく変化する場面は少ないと考えられる。そこで第 5章では、
処理率と手戻り率を一定として扱える条件を、作業を継続する時間と時刻の 2 つの指標から明ら
かにする。行政機関に災害対応は災害の発生数や規模にもよるが何日間にもわたって継続して対
応しなければならない場面が多く存在し、その規模が大きくなるほど、災害対応の各作業にかか
る時間も長くなる傾向にある（小山・翠川, 2006）。作業者は作業を継続する時間や時刻に応じて
疲労が蓄積するため、それらが作業の処理率や手戻り率に与える影響は大きいと考えられる。な
お、災害対応という独特の雰囲気では、作業者の使命感や意欲が向上し、作業者の疲労を低減さ
せることも考えられるが、本論文ではそのような心的な影響は考慮しないこととした。 
 
5.2 疲労と作業を継続する時間の関係 
疲労は自覚的指標、客観的指標、生理学的指標の 3つの指標で評価できる（大島, 1979、橋本, 
1966、Bills, 1947）。自覚的指標は眠気やだるさの程度を表した値であり、主観的な方法で計測す
る。一般的に自覚症しらべ（酒井, 2002）や NASA-TLX法（Hart and Staveland, 1988）などの
方法で計測する。客観的指標は作業者に課している作業負荷の成績を定期的に計測するもので、
四則演算といった作業の処理速度、反応時間、正答率の値である。生理学的指標は時間の経過と
ともに変化する生理反応を計測するもので、脳波や心拍数、血圧、フリッカー検査などの値であ
る。特に脳波のうち後頭部正中位の β2波振動幅値は疲労の評価指標としての有用性が確認された
（柿崎ら, 1992）。疲労と作業を継続する時間の関係を明らかにするためには、作業を継続する時
間に対するこれら 3 つの指標の変化を調べればよい。そこで本論文では、既往研究の作業実験結
果を収集・集約し、疲労が現れる傾向を分析することとした。 
 表 5.1 は、疲労と作業を継続する時間の関係を明らかにするために、精神作業の疲労計測に
関する既往研究の一覧を示したものである。本表の「作業内容」欄は被験者に課した作業実験の
内容、「対象人数」欄は被験者の数、「作業時間」は作業実験の継続時間、「VDT 作業」欄は
VDT作業と非 VDT作業の区分を示す。また、「計測項目」欄には、自覚的指標、客観的指標、
生理学的指標の各指標において実施した計測内容を示す。各既往研究では、自覚的指標、客観的
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指標、生理学的指標の各指標に対応する計測を実施しており、これらの中から異なる作業実験同
士でも比較できる計測項目を選び、疲労が現れる傾向を分析する。ただし、自覚的指標は被験者
の疲労の感じ方を、被験者の感想によって把握するものであるため個人差が大きく、多数の異な
る実験結果を同一に扱うのは適していない。客観的指標は作業成績によって疲労を計測するもの
であるため、作業能率の変化を把握しやすい指標ではあるが、どの作業実験も異なる作業（暗算
作業、データ入力作業など）を対象にしており、その結果を比較するのは適切ではない。また、
被験者が長時間作業の完遂を見越してペース配分し、パフォーマンスを調整することも報告され
ているため（柿崎ら, 1992）、正確な傾向を把握できない可能性もある。そこで本論文では、被験
者の疲労の感じ方やパフォーマンスの調整等の影響に左右されず、心身の疲労を客観的に把握で
きる生態学的指標の計測データをもとに疲労の傾向を分析することとした。 
生理学的指標には様々存在するが、多くの作業実験で採用している検査項目としてフリッカー
検査（Critical Flicker Frequency：CFF）が挙げられる。フリッカー検査とは、断続した光に対
して連続光として見えるか、または断続光として見えるかの弁別閾値を、その時の断続回数（周
波数）で示す検査法であり（斉藤・大須賀, 1964）、その値は疲労の蓄積とともに減少する傾向が
あることが報告されている（Simonson and Enger, 1941）。この時の断続光の周波数はフリッカ
ー値と呼ばれており、疲労に伴う大脳皮質を含む中枢神経系の興奮性あるいは緊急度や覚醒度の
変動にともなって変化するちらつき知覚閾値を計測していると考えられているため（岩木・原田, 
2014）、疲労を定量的に把握することが可能となる。なお、精神作業時はフリッカー値の変化が-5%
を下回ると疲労と判断できる（大島, 1959）。また、-10%を下回ると作業能率が著しく低下するこ
とが報告されている（橋本, 1981）。そこで、表 5.1で示す既往研究から、フリッカー検査による
計測データを抽出し、疲労の傾向を分析した。 
作業を継続する時間とフリッカー値の変化に着目し、各既往研究の概要を述べる。はじめに非
VDT作業について示す。井上ら（2014）は、2時間、4時間、6時間、8時間の 4種類のクレペ
リン試験（計算試験）によって疲労を生成し、1時間ごとにフリッカー値を計測した。その結果、
試験時間が長くなるほど試験前後のフリッカー値の差は増加し、線形関係にあることを明らかに
した。また、試験終了後に 55分の休憩をはさんで再度フリッカー値を計測したところ、フリッカ
ー値に特に変化が見られなかったことから、55分の休憩では疲労が回復しなかったことを示した。
長谷川ら（2009）は、コンベヤ作業をモデル化した単一作業と、セル生産をモデル化した組み合
わせ作業とで疲労を比較したところ、単一作業は組み合わせ作業と比べて作業負担が大きいこと
を示した。その理由として、組み合わせ作業では単一作業と比較して生理的負担が少なく、心理
的負担においても単調感の軽減がなされるためであると考察している。山田・三宅（2007）は、
1 時間の暗算作業による疲労を計測したところ、40 分経過後にはフリッカー値が 5%以上の低下
を示した。福田ら（2006）は、カード分類作業と記憶操作検査作業を 90 分間実施したところ、
カード分類作業では平均で 7.64%の低下、記憶操作検査作業では 7.01%の低下が見られた。柿崎
ら（1992）は正味 8時間の日本語文章の転写作業を実施したところ、フリッカー値は経時的な低
下を示し、8 時間経過後には約 3.5%低下した。さらにその実験結果を踏まえて、栗盛ら（1994）
は正味 11時間の加減算作業を実施し、11時間経過後には約 4.5%低下した。なお、これらの実験
では作業成績も測定しているが、その結果には有意な変化が現れなかった。これは、長時間の精 
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表 5.1 精神作業の疲労計測に関する既往研究一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
作業内容 対象人数 作業時間 VDT作業 自覚的指標 客観的指標 生理学的指標
井上ら（2014） ・クレペリン試験 不明 2・4・6・8時間 非VDT ー ー ・フリッカー値
長谷川ら
（2009）
・コンベヤ作業およびセ
ル作業
63名 90分 非VDT
・自覚症状しら
べ
・ NASA-TLX
－
・フリッカー値
・ピンチ力
山田・三宅
（2007）
・暗算作業 15名 10分×6回 非VDT
・自覚症状調べ
・NASA-TLX
・回答数
・正答数
・フリッカー値
・音声
・心電図
・指尖容積脈波
・皮膚電動水準
・鼻尖部皮膚組織血液量
・呼吸
福田ら（2006）
・カード分類検査作業
・記憶操作検査作業
32名 90分 非VDT
・NASA-TLX
・自覚症状調べ
・達成度
・フリッカー値
・ピンチ力
・心拍数
栗盛ら（1994） ・2桁数の加減算作業 12名 11時間 非VDT
・疲労の主観評
価値
・自覚症状訴え
率
・回答数
・正答率
・脳波振幅値
・尿中カテコールアミン量
・フリッカー値
・血圧値
・心拍数
柿崎ら（1992） ・日本語文章の転写作業 12名 8時間 非VDT
・疲労の主観評
価値
・自覚症状訴え
率
・転写文字数
・脳波振幅値
・尿中カテコールアミン量
・フリッカー値
・血圧値
・心拍数
市川ら（2006） ・データ入力作業（VDT） 3名 30分 VDT － － ・フリッカー値
長谷川・神代
（1995）
・データ入力作業（VDT） 8名 60分 VDT ・自覚症状調べ
・キー入力数
・回答誤り数
・見逃し数
・フリッカー値
・眼調整力
・単純反応時間
長谷川・神代
（1994）
・データ入力作業（VDT） 8名 60分 VDT ・自覚症状調べ
・誤回答数
・見逃し数
・フリッカー値
・眼調整力
・光刺激による反応時間
吉村・友田
（1994）
・視覚探索作業（VDT） 5名 160分～240分 VDT ・自覚症状調べ
・正答率
・誤答率
・無答率
・心拍数
・呼吸数
・血圧値
・皮膚表面血流量
・皮膚表面温度
・皮膚色
・フリッカー値
8名 3時間 VDT
・自覚症状
・作業印象度
・ワークパフォーマン
ス
・SSD
・心拍数
・フリッカー値
・副次行動
11名 3時間 VDT
・自覚症状
・作業印象度
・ワークパフォーマン
ス
・SSD
・心拍数
・フリッカー値
・副次行動
谷島ら（1984） ・監視作業（VDT） 51名 20分 VDT ・自覚的疲労度
・選択反応数
・タッピング数
・単純反応時間
・選択反応時間
・フリッカー値
・収縮期血圧
・拡張期血圧
三澤（1984） ・文書作成作業（VDT） 9名 120分 VDT ・自覚症状 ・作業成績
・フリッカー値
・心拍数
・呼吸数
・瞬目数
・筋電図
・近点距離
堀江（1987）
・一位数検索・加算作業
（VDT）
実験内容
文献
計測項目
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神作業では疲労を防止するためにパフォーマンスを調整する機能が働いているためであると考察
している。 
 次に VDT作業について示す。市川ら（2006）は、昼間（11:30～12:30）と夜間（23:30～00:30）
における 30分間で VDTによる入力作業を実施した。その結果、昼間は約 3%、夜間は約 8%低下
し、昼間と夜間とでフリッカー値の低下に差が見られることを示した。長谷川・神代（1994）は
60 分間の VDT によるデータ入力作業を、休憩を取るタイミング別に計測した。その結果、作業
10分・休憩 2分の繰り返しの場合は約 2.5%の低下であったのに対し、作業 30分・休憩 10分の
繰り返しの場合は約 3.3%の低下が見られた。さらに、長谷川・神代（1995）は同様に 60分間の
VDTによるデータ入力作業を実施し、作業開始 15分目に 10分間の休憩を入れた場合は約 1.7%
の低下であるのに対し、30 分目だと約 3.3%の低下に増加した結果を踏まえ、休憩は早期に配置
した方が好ましいことを示した。吉村・友田（1994）は 60分・50分・20分の VDTによる視覚
探索作業を計 4回連続して実施し、その間に 20分もしくは 10分の休憩をはさんだ場合の組み合
わせによるフリッカー値の変動を計測した。その結果、どの組み合わせも作業開始直後は情動興
奮によって上昇するが、その後は低下傾向を示し、その程度は休憩時間が短いほど大きいことを
示した。例えば、60分作業の場合、10分の休憩では最大で約 5.8%の低下であるのに対し、20分
の休憩では最大で約 4.7%の低下であった。堀江（1987）は 30 分・60 分・90 分の VDT による
一位数検索・加算作業を作業時間が 3 時間に達するまで実施し、その間に休憩をはさんだ場合の
組み合わせによるフリッカー値の変動を計測したところ、連続作業によるフリッカー値の低下と
休憩による上昇が見られたことを示した。フリッカー値は最大で 9.45%低下し、VDT作業の一連
続作業時間は 60分が限界であると結論付けている。谷島ら（1984）は 20分の VDTによる監視
作業を実施し、フリッカー値に低下が見られることを示した。しかし、20分という短時間では疲
労も一時的であり、回復も良好であったと述べている。三澤（1984）は VDT による文書作成作
業を 120分間実施し、無休憩の場合は 7.8%の低下、途中に 10分の休憩を 1回はさんだ場合は 4.9%
の低下、5分の休憩を 3回はさんだ場合は 3.8%の低下であったことを示し、休憩の挿入によって
負担が低減される傾向が見られた。 
 図 5.4 は、表 5.1 で示した各既往研究で計測された時刻別のフリッカー値を、作業実験開始時
刻からの変化率に変換して集約したグラフである。収集したデータは、14の既往研究で実施した
15の作業実験の結果であり、VDT作業と非 VDT作業とに分けた。各研究においてフリッカー値
が表形式で記載されていた場合はその値を利用した。また、グラフで示されていた場合は、より
正確に値を読み取るためにグラフをスキャニングした上で画像編集ソフトウェアにて表示し、フ
リッカー値をコンピュータ上で読み取った。フリッカー値と作業を継続する時間の関係を分析し
た結果、非 VDT作業よりも VDT作業の方が、より短い時間でフリッカー値の変化率が-5%を超
える傾向にあることが分かった。 
図 5.5は、図 5.4で整理したフリッカー値の変化率のうち、-5%を超える値のみを抽出し、VDT
作業と非 VDT作業のそれぞれで、作業を継続する時間のヒストグラムを作成した結果である。作
業を継続する時間は、VDT作業では最大で約 4時間、非 VDT作業では最大で 8～10時間である
ことが分かった。これは、この時間内であれば、作業能率に影響を及ぼす疲労は発生しないこと
を意味し、処理率と手戻り率を一定として扱える時間であると言うことができる。非 VDT作業よ
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りも VDT作業で時間が短いのは、VDT作業には視覚や運動器、精神衛生などに障害をもたらし
て疲労が発生しやすく、機能低下の回復にも時間がかかる（緒方, 1985）ためであると考えられ
る。本論文で対象とした緊急調査の初動期の調査で実施する机上解析は、その全ての作業が VDT
作業となる。従って、複数の天然ダムが形成され、初動期の調査で机上解析を実施する必要があ
る場合、約 4 時間以内であれば本論文で開発した推定モデルによって、災害対応に要する時間を
推定することが可能となる。 
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図 5.1 フリッカー値と作業を継続する時間の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 -5%以上変化したフリッカー値のヒストグラム 
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第6章 結論 
 行政機関は、地震や豪雨、火山噴火など突発的な自然現象が発生した際に、都市システムの状
態の悪化を抑えることが求められている。都市システムを望ましい状態で安定させるためには、
レジリエンスの観点から頑健性と迅速性という 2 つの能力を向上させる必要がある。このうち迅
速性の能力は、災害発生時の対応を短時間で実施することで向上させることができる。迅速な災
害対応は最適な人員配置によって実現することが可能であり、その検討材料として災害対応に要
する時間を推定する必要がある。本論文は、災害対応に要する時間を簡単かつ迅速に推定できる
数理モデルを開発するために、緊急調査の作業ネットワークの構造の解明、災害対応に要する時
間の推定モデルの開発、災害対応に要する時間の推定モデルの適用性の検証、処理率と手戻り率
の適用範囲の解明の 4 点を目的とした。なお、災害対応に要する時間を簡単かつ迅速に推定でき
る数理モデルのことを本論文では推定モデルと呼んだ。以下に各章の結論を述べる。 
 第 1 章では、本論文の背景として突発的な自然現象の発生傾向や行政機関を取り巻く環境の変
化の観点から行政機関が直面している課題を整理した。また、その課題を解決する方法として、
行政機関がこれまで以上に効率的に人員配置するために、災害対応に要する時間を推定する必要
性を示した。その際、災害対応には、災害対応で実施する作業はネットワークを構成すること、
作業ネットワークを完了させる時間にはばらつきが存在すること、災害の発生情報が行政機関に
届く時間間隔は一定でないことの 3 つの特徴が存在することを述べた。その上で、作業時間を推
定する方法に関する既往研究についてレビューを踏まえ、本論文の目的を明示した。 
 第 2 章では、天然ダム形成時に国土交通省が実施する緊急調査を対象に、緊急調査で実施する
作業と各作業で生成される情報を分析した。その結果、緊急調査は、作業をノード、情報をアー
クとする作業ネットワークを形成し、作業ネットワークは作業と情報の組み合わせである作業パ
スで構成されることが分かった。また、初動期の調査で行う作業とそれによって生成される情報
を分析した結果、初動期の調査が 33種類の作業と 48種類の情報からなる作業ネットワークであ
ることが分かった。作業パスの種類は、天然ダムによる湛水区域の推定に関わるものが 2 種類、
天然ダムの決壊時期の推定に関わるものが 18種類、天然ダムの決壊に伴う氾濫範囲の推定に関わ
るものが 13種類であった。また、作業パスを各ノードの作業要素の観点で整理すると、天然ダム
による湛水区域を推定する作業ネットワークは、重複を除くと図面計測に関する 2 個のノード、
作図に関する 1個のノード、文書作成に関する 1個のノードで構成されることが分かった。さら
に、天然ダムの決壊時期を推定する作業ネットワークは図面計測に関する 1 個のノード、計算に
関する 10個のノード、文書作成に関する 1個のノードで構成され、天然ダムの決壊による氾濫範
囲を推定する作業ネットワークは図面計測に関する 6個のノード、計算に関する 1個のノード、
データ集約に関する2個のノード、文書作成に関する1個のノードで構成されることが分かった。 
 第 3章では、第 2章の分析結果を踏まえ、複数の天然ダムが形成されて同一の作業ネットワー
クを複数回実施する必要がある場面を想定した上で、災害対応に要する時間を推定する数理モデ
ルを誘導した。 
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 ここで、𝑃𝑃𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑐𝑐𝑐𝑐.(𝑇𝑇)は災害対応に要する時間の確率、𝑘𝑘は作業パスの数、𝑚𝑚𝑘𝑘は作業パスにおける
作業ネットワーク数、𝑇𝑇は時間（秒）、𝑎𝑎𝑘𝑘は移流係数、𝑏𝑏𝑘𝑘は拡散係数を意味する。さらに、ガウス
積分の近似を活用することで、式(6.1)の解を簡単かつ迅速に計算するための推定モデルを以下の
ように開発した。 
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 式(6.2)の誤差を検証した結果、𝑘𝑘 = 1の場合の計算精度は最大で±8%程度、𝑘𝑘 = 2の場合は最大
で±15%程度であることが分かった。 
 第 4章では、第 3章で開発した推定モデルを国土交通省主催の訓練に適用し、推定モデルのパ
ラメータである処理率と手戻り率の特殊解を求めた。パラメータの推定対象としたのは、机上解
析における「𝑚𝑚1作業パス：天然ダムによる湛水区域の推定」と「𝑚𝑚2作業パス：天然ダムの決壊時
期の推定」である。その結果、𝑚𝑚1作業パスはΔ𝑚𝑚1 = 0.0038の条件で𝜇𝜇1 = 0.5321、𝜆𝜆1 = 0.4679で
あり、𝑚𝑚2作業パスについてはΔ𝑚𝑚2 = 0.0020 の条件で𝜇𝜇2 = 0.5617、𝜆𝜆2 = 0.4383であることが分か
った。さらに、特殊解と訓練で計測した値を比較した結果、災害対応に要する確率の残和二乗和
は 0.0345であるものの、計算値は計測値をおおむね再現でき、災害対応に要する時間の推定モデ
ルを適用できることが示唆された。 
 第 5 章では、推定モデルの任意定数である移流係数と拡散係数、つまり処理率と手戻り率を一
定として扱える条件を、人間の疲労の観点から、作業を継続する時間に着目して明らかにした。
その結果、VDT作業では最大で約 4時間、非 VDT作業では最大で 8～10時間は疲労の影響が少
なく、処理率と手戻り率を一定として扱えることが分かった。第 4 章で処理率と手戻り率の推定
対象とした机上解析は、全て VDT 作業によって構成されるため、推定モデルの適用範囲は約 4
時間であると言える。 
本論文で開発した推定モデルを利用することで、天然ダム形成時の緊急調査に要する時間を推
定できる。緊急調査に要する時間を推定できると、それ以降に実施する作業（関係自治体への説
明、住民への情報提供、天然ダムの継続調査等）の開始時刻を推定することが可能となるため、
それらの段階に割り当てる人員を手配しやすくなり、行政機関の災害対応全体として効率的な人
員配置を検討することができる。 
さらに、推定モデルのパラメータである処理率と手戻り率の値は、防災訓練前後で値が変化す
ると考えられる。防災訓練では、人員の能力向上等で一定の効果があるものの、それを定量的に
把握する手段がないことが課題として挙げられる。そこで、防災訓練の効果を定量的に把握する
ための指標として処理率と手戻り率を利用することも可能であると考える。 
 今後の課題として、作業ネットワークを構成する作業パス数が増えた場合の適用性の検証が挙
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げられる。本論文では、2 つの作業パスで構成される作業ネットワークに推定モデルを適用でき
ることが分かったが、実際の災害対応はより多くの作業パスで構成される。例えば、緊急調査の
初動期の調査における机上解析の作業パスを束ねると、天然ダムによる湛水範囲の推定に関する
作業、天然ダムの決壊時期の推定に関する作業の他に、天然ダムの決壊による氾濫範囲を推定す
る作業が存在し、大別して 3 つの作業パスで構成される。災害対応に要する時間を正確に推定す
るためには、より多くの作業パスで構成される作業ネットワークに適用できるか否か検証する必
要がある。 
 また、本論文では緊急調査を対象としたが、作業ネットワークを構成すること、作業ネットワ
ークに要する時間にはばらつきが存在すること、災害の発生情報が行政機関に届く時間間隔は一
定でないことの 3 つの特徴を持つ災害対応であれば、その適用範囲は緊急調査に限らない。推定
モデルの適用対象を広げるためには、緊急調査以外の災害対応での適用性も検証する必要がある。
ただし、本論文では机上解析という比較的安定した環境であったため、処理率と手戻り率という
2 つのパラメータのみ考慮した。例えば現地調査の場合には、災害発生場所や交通状況、昼夜の
区別などの条件を考慮しなければ、災害対応に要する時間を正確に推定することは困難であるこ
とに留意する必要がある。 
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学生および一般学生の皆様とは、研究室の仲間として研究内容について議論し、また励まし合う
ことができました。苦楽を共にして精進できた皆様に感謝いたします。 
最後になりましたが、社会人と学生の両立を全面的に支援・協力してくれた妻と息子に感謝い
たします。また、水野秀明先生とは休日に打ち合わせすることが多かった関係上、先生のご家族
にもご迷惑をおかけすることになりました。ご家族の皆様にお詫びするとともに、感謝の意を表
します。 
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